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凡例 

１　金額は、単位の記載がない場合は円とした。 

２　千円単位で表示したものは、単位未満を四捨五入した。 

なお、各表中及び文中の金額は単位未満を四捨五入しているので、内訳と合計、差引額が一

致しない場合がある。 

３　文中及び各表中で用いる比率(％)は、表示未満の位を四捨五入した。 

なお、構成比率（％）の合計が１００とならない場合は一部調整した。 

４　各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

　　「０.０」　当該数値はあるが、表示単位未満のもの 

　　「‐」 　当該数値又は該当するものがないもの 

　　「△」 　負数を示し増減を示すときは減を表すもの 
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第１章 監査の概要 

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件名（テーマ） 

市税に関する事務の執行について 

 

３．監査の対象とした理由 

高崎市の令和６年度一般会計歳入予算 1,864 億円のうち、市税は 629 億円で歳入予算の

33.7％を占めている。 

健全な財政運営を確保していくためには、市税の公平かつ適正な課税を行うとともに、収納

率の向上を図ることが極めて重要と考えられるが、高崎市における令和６年度の市税の収入率

は 99.4％と前年度に引き続き高い水準を維持している。これは、窓口業務時間の延長や日曜日

の納税相談窓口の開設など納税機会の確保等に努めた結果と考えられる。 

しかしながら、今後想定される少子高齢化等による社会保障関連経費の増加や人口減少が見

込まれる中で、市民サービスの向上を図りつつ財源を確保していくためには、引き続き、市民

の税負担の公平性を確保しながら収入率の向上を図ることと併せて、効率的な課税事務及び収

納事務を行うことが極めて重要である。 

こうしたことから、市税に関する事務の執行が適切に行われているかを、合規性・経済性・

効率性・有効性の観点から監査し検証することは、高崎市の健全な財政運営の確保に資するも

のであり、市民の関心も非常に高いものと考え、本年度の包括外部監査における対象として選

定した。 

 

４．外部監査の方法 

監査要点 

地方自治法第２条第１４項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民

の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならな

い。」と定めている。また、同条第１５項では、「地方公共団体は、常にその組織及び運営の

合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなけれ

ばならない。」と定めており、同条第１６項では、「地方公共団体は、法令に違反してその事

務を処理してはならない。なお、市町村及び特別区は、当該都道府県の条例に違反してその

事務を処理してはならない。」と定めている。 

この地方自治法第２条第１４項、第１５項及び第１６項により、地方公共団体は、法令を

遵守した上で、住民の福祉の増進に努めつつ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしな

ければならず、これを目的として、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の

地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならないということとなる。 
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また、地方自治法第２５２条の３７第２項にて、「包括外部監査人は、前項の規定による監

査をするに当たつては、当該包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び当該包括

外部監査対象団体の経営に係る事業の管理が第２条第１４項及び第１５項の規定の趣旨にの

つとつてなされているかどうかに、特に、意を用いなければならない。」と定められているこ

とからも、本趣旨に則って監査を行う必要がある。 

これらを前提に、下記の視点で監査を実施する。 

・市税の賦課・徴収に関する事務が、法令等を遵守し、効率的に行われているか（「合規性」

の観点） 

・市税の賦課・徴収に関する事務が、納税者に対し公平・透明に行われているか（「公平性」

「透明性」の観点） 

・市税の賦課・徴収に関する事務が、納税者（利用者を含む）の理解を深め、効果的に行わ

れているか（「経済性」「効率性」「有効性」の観点） 

 

５．監査対象部署 

財務部 

・市民税課 

・資産税課 

・納税課 

 

６．監査対象期間 

令和６年度とする。ただし必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

 

７．外部監査の実施期間 

令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 

 

８．包括外部監査人及び補助者 

 

９．利害関係 

包括外部監査の対象とした事件については、外部監査人及び補助者は地方自治法第２５２条

の２９の規定により記載すべき利害関係はない。 

 職務 氏名 資格

 包括外部監査人 木倉　也寸人 公認会計士

  

 

包括外部監査人補助者

舟木　　　諒 弁護士

 岩下　　尚義 税理士

 宮一　　行男 公認会計士

 小野関　龍洋 公認会計士

 塚原　　督成 公認会計士
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１０．その他 

この報告書は、地方自治法第２５２条の３７第５項に規定する「監査の結果」を「指摘」と

して報告するものであるが、「意見」として掲げられている事項は、同法第２５２条の３８第２

項に規定される「監査の結果に関する報告に添える意見」として提出するものである。 

なお、報告書中の各項目についての計数は、端数処理の関係で数値が一致しない場合がある。 
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第２章 包括外部監査対象の概要 

 

１．高崎市の人口、世帯及び出生等の現状 

（１）総人口、年齢３区分別人口の推移 

①　総人口は減少している。 

②　年齢３区分人口割合の推移では、年少人口が減少し、生産年齢人口がほぼ横ばい、高齢

者人口が増加している。 

　　（年少人口：△1.0％、生産年齢人口：＋0.1％、高齢者人口：＋0.9％） 

（単位：人） 

 

（２）出生数及び合計特殊出生率の推移 

①　出生数は減少傾向にある。 

②　合計特殊出生率は全国を上回っているが、減少傾向となっている。 

（出生数：△278 人、合計特殊出生率：△0.09 人） 

【出生数】 

（単位：人） 

※　群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 

 

【合計特殊出生率】 

（単位：人） 

※　群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 

 

 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

 総人口 372,147 371,585 369,688 368,109 366,547

 年少人口 

（０～１４歳）

47,130 46,199 45,240 44,213 42,941

 12.7％ 12.4％ 12.2％ 12.0％ 11.7％

 生産年齢人口 

（１５～６４歳）

220,857 220,199 218,738 218,475 217,860

 59.3％ 59.3％ 59.2％ 59.4％ 59.4％

 高齢者人口 

（６５歳以上）

104,160 105,187 105,710 105,421 105,746

 28.0％ 28.3％ 28.6％ 28.6％ 28.9％

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

 高崎市 2,602 2,525 2,479 2,368 2,324

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

 高崎市 1.41 1.38 1.37 1.33 1.32

 群馬県 1.40 1.39 1.35 1.32 1.25

 全国 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20
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（３）世帯数及び世帯人員の推移 

①　世帯数は増加しており、世帯人員は減少している。 

（世帯数：＋5,663 世帯、世帯人員：△0.11 人） 

【世帯数及び世帯人員】 

（単位：世帯、人） 

※　住民基本台帳(外国人を含む)。各年４月１日現在。 

 

２．高崎市の歳入・歳出状況及び内容 

高崎市における令和６年度の一般会計及び特別会計を合算した決算総額は、歳入が

263,458,366 千円、歳出が 256,280,388 千円で、前年度に比べ歳入が 241,104 千円（0.1％）減

少し、歳出が 867,289 千円（0.3％）減少している。 

一般会計の決算額は、歳入が 183,362,219 千円（△1.0％）、歳出が 177,037,888 千円（△1.4％）、

歳入歳出差引額は 6,324,331 千円となり、このうち翌年度へ繰り越すべき財源 406,893 千円を

除いた実質収支額は、5,917,438 千円となっている。 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

 世帯数 166,357 168,119 169,015 170,420 172,020

 世帯人員 2.24 2.21 2.19 2.16 2.13
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（１）歳入状況 

①　一般会計 

　　　高崎市における令和６年度の一般会計の歳入決算は下表のとおりである。一般会計につい

ては、市税が 35.6％（自主財源の 68.8％）を占めており、市政運営の中で重要性の高い歳入

となっている。 

（単位：千円） 

 

 

 財源 決算額 構成比

 市税 自主財源 65,228,086 35.6％

 地方譲与税 依存財源 1,326,412 0.7％

 利子割交付金 依存財源 24,340 0.0％

 配当割交付金 依存財源 483,713 0.3％

 株式等譲渡所得割交付金 依存財源 653,926 0.4％

 法人事業税交付金 依存財源 1,174,489 0.6％

 地方消費税交付金 依存財源 10,045,849 5.5％

 ゴルフ場利用税交付金 依存財源 98,281 0.1％

 環境性能割交付金 依存財源 188,473 0.1％

 国有提供施設等所在市町村助成交付金 依存財源 24,887 0.0％

 地方特例交付金 依存財源 2,115,182 1.2％

 地方交付税 依存財源 16,391,117 8.9％

 交通安全対策特別交付金 依存財源 66,056 0.0％

 分担金及び負担金 自主財源 339,015 0.2％

 使用料及び手数料 自主財源 2,520,219 1.4％

 国庫支出金 依存財源 33,483,047 18.3％

 県支出金 依存財源 12,108,814 6.6％

 財産収入 自主財源 359,267 0.2％

 寄附金 自主財源 1,008,669 0.5％

 繰入金 自主財源 7,984,169 4.3％

 繰越金 自主財源 2,125,778 1.2％

 諸収入 自主財源 15,274,230 8.3％

 市債 依存財源 10,338,200 5.6％

 合計 183,362,219 100％
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②　特別会計 

（単位：千円） 

 

③　市税の推移（調定額・決算額・収入未済額・収入歩合の推移） 

ア　調定額の推移 

（単位：千円） 

 

 

 決算額

 国民健康保険事業 34,404,907

 介護保険 38,975,976

 牛伏ドリームセンター事業 174,482

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 146,630

 後期高齢者医療 6,279,445

 農業集落排水事業 114,708

 合計 80,096,147

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 個人市民税 22,552,707 22,374,201 22,768,508 23,137,281 22,348,605

 法人市民税 5,316,747 5,739,580 6,080,570 6,388,890 6,767,439

 固定資産税 26,026,623 25,196,878 26,354,223 26,644,990 26,912,347

 軽自動車税 1,051,367 1,082,897 1,146,789 1,176,151 1,221,568

 市たばこ税 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 入湯税 24,791 27,420 30,199 29,767 29,537

 事業所税 2,556,497 2,595,416 2,608,473 2,616,387 2,655,079

 都市計画税 3,124,458 3,031,008 3,135,163 3,128,411 3,123,478

 合計 62,889,550 62,430,217 64,671,510 65,684,634 65,598,419
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イ　決算額（収入済額）の推移 

（単位：千円） 

 

ウ　収入未済額の推移 

（単位：千円） 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 個人市民税 22,221,543 22,154,066 22,557,877 22,935,293 22,129,921

 法人市民税 5,221,426 5,725,126 6,063,929 6,370,626 6,749,417

 固定資産税 25,785,464 25,101,475 26,256,693 26,542,100 26,813,329

 軽自動車税 1,026,701 1,063,922 1,132,460 1,162,398 1,208,968

 市たばこ税 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 入湯税 24,791 27,420 30,199 29,767 29,537

 事業所税 2,545,035 2,594,479 2,606,561 2,616,387 2,655,079

 都市計画税 3,009,288 2,933,098 3,076,674 3,092,880 3,101,470

 合計 62,070,609 61,982,404 64,271,977 65,312,207 65,228,086

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 個人市民税 245,953 183,127 186,223 157,997 189,760

 法人市民税 77,665 13,010 14,456 16,724 14,947

 固定資産税 190,477 57,317 94,114 76,585 80,663

 軽自動車税 19,079 15,003 11,511 10,717 9,942

 市たばこ税 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

 入湯税 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

 事業所税 10,681 936 1,912 ‐ ‐

 都市計画税 109,232 93,441 44,092 23,615 16,442

 合計 653,087 362,834 352,308 285,639 311,754
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エ　収入歩合（イ／ア）の推移 

 

④　市税の収入状況 

 （単位：千円） 

 

令和６年度の収入済額を前年度と比較すると、増減率は△0.1％で同程度の税収となっている。

これは主に、個人市民税において、定額減税の影響により減少（前年比△805,372 千円　△3.5％）

したものの、製造業を中心とした好調な企業業績により法人市民税が増加（前年比＋378,791 千

円　＋5.9％）したことや企業の設備投資の増加により固定資産税が増加（前年比＋271,229 千

円　＋1.0％）したこと等により、市税全体としては前年度と同規模の税収となっている。また、

調定額に対する収入歩合については、99.44％と高い水準を維持しており、安定した市税が確保

されている。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 個人市民税 98.53％ 99.02％ 99.07％ 99.13％ 99.02％

 法人市民税 98.21％ 99.75％ 99.73％ 99.71％ 99.73％

 固定資産税 99.07％ 99.62％ 99.63％ 99.61％ 99.63％

 軽自動車税 97.65％ 98.25％ 98.75％ 98.83％ 98.97％

 市たばこ税 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

 入湯税 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

 事業所税 99.55％ 99.96％ 99.93％ 100％ 100％

 都市計画税 96.31％ 96.77％ 98.13％ 98.86％ 99.30％

 合計 98.70％ 99.28％ 99.38％ 99.43％ 99.44％

 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 金額 

収入歩合
増減率

金額 

収入歩合
増減率

金額 

収入歩合
増減率

 予算現額 62,193,403 6.2％ 63,735,633 2.5％ 62,934,743 △1.3％

 調定額 64,671,510 3.6％ 65,684,634 1.6％ 65,598,419 △0.1％

 収入済額 64,271,977 3.7％ 65,312,207 1.6％ 65,228,086 △0.1％

 不納欠損額 47,225 △44.4％ 86,788 83.8％ 58,579 △32.5％

 収入未済額 352,308 △2.9％ 285,639 △18.9％ 311,754 9.1％

 予算現額に対する 

収入歩合
103.34％ ‐ 102.47％ ‐ 103.64％ ‐

 調定額に対する 

収入歩合
99.38％ ‐ 99.43％ ‐ 99.44％ ‐
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⑤　市税の種類と分類 

ア　市税の種類 

※　目的税 

 

イ　納める方法による分類 

 

ウ　使い道による分類 

 

 市税の種類 概要

 

直接税

市民税 個人や法人の所得に対する税金

 固定資産税 土地、家屋や償却資産にかかる税金

 軽自動車税 軽自動車を取得したときや軽自動車等を所有してい

るときにかかる税金

 事業所税※ 事務所・事業所において行う事業に対してかかる税

金（都市環境の整備及び改善に関する費用に充てら

れる）

 都市計画税※ 都市計画区域内にある土地や家屋に対してかかる税

金（都市計画事業に要する費用に充てられる）

 

間接税

市たばこ税 製造たばこの製造者が製造たばこを消費者へ販売す

る業者に売り渡す際にかかる税金

 入湯税※ 温泉浴場における入湯行為に対してかかる税金（施

設の整備や、観光振興に充てられる）

 分類 概要

 直接税 税を納める人と負担する人が同じ税金

 
間接税

税を納める人と負担する人が異なる税金（例えば、消費税は、消費者が負担し、

事業者が納めるため、間接税に分類される）

 分類 概要

 普通税 税金の使い道が特定されていない税金

 
目的税

税金の使い道が特定されている税金（例えば、都市計画税は、都市計画事業の費

用に充てることが決まっている）
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（２）歳出状況 

①　一般会計 

高崎市における令和６年度の一般会計の歳出決算は下表のとおりである。一般会計の歳出

において、徴税費が含まれる総務費は 11.0％となっている。 

（単位：千円） 

 

②　特別会計 

（単位：千円） 

 

 

 決算額 構成比

 議会費 658,234 0.4％

 総務費 19,394,902 11.0％

 民生費 72,697,207 41.1％

 衛生費 21,121,623 11.9％

 労働費 1,176,349 0.7％

 農林水産業費 2,041,101 1.1％

 商工費 15,106,025 8.5％

 土木費 11,281,839 6.4％

 消防費 4,779,201 2.7％

 教育費 14,868,895 8.4％

 災害復旧費 32,991 0.0％

 公債費 13,879,520 7.8％

 合計 177,037,888 100％

 決算額

 国民健康保険事業 34,205,053

 介護保険 38,484,522

 牛伏ドリームセンター事業 152,258

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 74,688

 後期高齢者医療 6,215,148

 農業集落排水事業 110,832

 合計 79,242,500
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③　総務費 

総務費における徴税費は 8.8％となっている。 

（単位：千円） 

 

④　徴税費の推移 

徴税費の推移は、概ね同程度の水準となっており、市税調定額に対する徴税費比率は約

2.5％を維持している。 

（単位：千円） 

 

 

  決算額 構成比

 総務管理費 11,705,978 60.4％

 文化スポーツ振興費 4,638,359 23.9％

 徴税費 1,702,535 8.8％

 戸籍住民基本台帳費 1,038,290 5.3％

 選挙費 155,372 0.8％

 統計調査費 54,276 0.3％

 監査委員費 100,091 0.5％

 合計 19,394,902 100％

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 税務総務費 1,142,237 1,137,408 1,136,996 1,144,852 1,195,776

 賦課費（市民税等賦課経費） 47,842 44,921 45,286 44,316 40,754

 賦課費（資産税等賦課経費） 81,257 74,197 140,647 89,425 80,760

 徴収費（一般経費） 26,547 25,699 30,242 25,997 29,593

 徴収費（収納管理経費） 275,369 254,290 236,933 362,810 355,652

 合計 1,573,252 1,536,514 1,590,104 1,667,400 1,702,535

 市税調定額 62,889,550 62,430,217 64,671,510 65,684,634 65,598,419

 市税調定額に対する 

徴税費比率
2.5％ 2.5％ 2.5％ 2.5％ 2.6％
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３．主な監査対象部署の組織図 

監査対象とした主な部署の組織図と各課の事務分掌は下図のとおりである。  

（１）税務機構及び人員配置 

（令和７年７月１日現在） 

 
部
名

課
名

課
長

係
名

課
長
補
佐

係
長

主
査

主
任
主
事

主
事

主
事
補

再
任
用

計

 

財
務
部

市
民
税
課

1

税制担当 1 1 1 4 1 8

 
市民税担当 2 1 7 10 2 22

 
計 1 3 2 1 11 11 2 31

 

資
産
税
課

1

管理償却資産担当 1 1 3 2 1 8

 
税務証明担当 1 1 2 4

 
土地家屋担当 1 3 9 10 2 25

 
計 1 2 4 1 13 14 2 1 38

 

納
税
課

1

管理担当 1 3 3 7

 
収納担当 1 2 3

 
滞納整理担当 4 1 9 13 3 30

 
特別整理担当 1 1 3 5

 
計 1 6 2 3 15 16 3 46

 
市民部

保険 

年金課
1 資格賦課担当 2 8 4 15

 倉渕 

支所
税務課 1 税務担当 1 1 1 1 5

 箕郷 

支所
税務課 1 税務担当 1 1 3 1 1 1 9

 群馬 

支所
税務課 1 税務担当 1 1 3 4 1 1 12

 新町 

支所
税務課 1 税務担当 2 1 1 1 1 7
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（２）事務分掌 

 榛名 

支所
税務課 1 税務担当 2 3 1 1 1 9

 吉井 

支所
税務課 1 税務担当 2 2 1 2 8

 
合計 10 18 14 18 56 50 10 4 180

 部 課 係 事務分掌

 

財
務
部

市
民
税
課

税制担当 

市民税担当

①　個人市民税及び県民税に関すること 

②　法人市民税に関すること 

③　市たばこ税及び入湯税に関すること 

④　事業所税に関すること 

⑤　固定資産評価審査委員会に関すること 

⑥　森林環境税に関すること

 

資
産
税
課

管理償却資産担当 

税務証明担当 

土地家屋担当

①　固定資産の評価に関すること 

②　固定資産税及び都市計画税の賦課に関すること 

③　軽自動車税の賦課に関すること 

④　国有資産等所在市町村交付金に関すること 

⑤　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑥　自動車臨時運行許可に関すること 

⑦　税務に係る証明及び閲覧に関すること

 

納
税
課

管理担当 

収納担当 

滞納整理担当 

特別整理担当

①　市税等の収納及び徴収に関すること 

②　口座振替及び自動払込みに関すること 

③　市税等の過誤納付に関すること 

④　市税等の納付の奨励に関すること

 
市
民
部

保
険
年
金
課

資格賦課担当
①　国民健康保険被保険者の資格に関すること 

②　国民健康保険税の賦課に関すること



15 

 

 

倉
渕
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること

 

箕
郷
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること

 

群
馬
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること

 

新
町
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること

 

榛
名
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること
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吉
井
支
所

税
務
課

税務担当

①　市税等の賦課に関すること 

②　市税その他の公金の収納及び徴収に関すること 

③　税務に係る証明及び閲覧に関すること 

④　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識交付に関す

ること 

⑤　自動車臨時運行許可に関すること
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第３章 監査結果 

 

１．監査対象事業の選定 

監査対象事業の選定は、「健全な財政運営を確保していくためには、市税の公平かつ適正な課

税を行うとともに、収納率の向上を図ること」への取り組みをみるため、令和６年度高崎市歳

入歳出決算書の一般会計歳入の１款(市税)、歳出の２款(総務費)３項(徴税費)を対象とした。 

以下は監査の結果により、指摘又は意見の対象となった事業である。 

（単位：千円） 

 

２．個別の事業 

（１）事業の分類 

　　歳入については、各税目を個別の事業として設定した。 

歳出については、選定した監査対象事業を個別の事業に設定し、事業区分と事業種別により

分類した。事業区分は、国等の制度を含めた「補助事業」と、市の予算のみで実施する「市単独

事業」の２事業に分類し、事業種別は、「補助金・負担金事業」、「委託事業」及び「その他」の

３事業に分類した。その他を除く２事業には、それぞれ以下のとおり監査要点と監査手続を設

定し監査を行った。 

 

 

 区分 決算額

 歳入 市民税 28,879,338

 個人 22,129,921

 法人 6,749,417

 固定資産税 26,813,329

 固定資産税 26,708,166

 都市計画税 3,101,470

 都市計画税 3,101,470

 入湯税 29,537

 入湯税 29,537

 事業所税 2,655,079

 事業所税 2,655,079

 歳出 賦課費 121,514

 市民税等賦課経費 40,754

 資産税等賦課経費 80,760

 徴収費 385,245

 一般経費 29,593

 収納管理費 355,652
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（２）補助金・負担金事業における監査要点と監査手続 

①　監査要点 

ア　補助対象は適切か、公益上の必要性はあるか。 

イ　補助金の申請、決定、交付等の手続は定められた手順によっているか。 

ウ　補助金額の算定及び交付時期は適切か。 

エ　補助事業の実績報告は適切か。 

オ　補助交付団体への指導・監督は適切か。 

カ　補助事業の効果測定及びフィードバックは適切か。 

②　監査手続 

ア　交付(変更)申請、交付決定及び事業実績報告の審査等の事務が、関係諸法令等に従い

適正に行われているかを検証するため、補助金関係書類を閲覧する。 

イ　支出負担行為書等の資料を閲覧し、支出が適正に行われているか確認する。 

ウ　補助金の支出額の実在性・正確性を確認するため、事業実績報告書の検証や関連する

証憑類との突合を行う。 

エ　事業の詳細、事業による効果の検証等を行うため、担当部署に対するヒアリングを実

施する。 

 

（３）委託事業における監査要点と監査手続 

①　監査要点 

ア　契約の方式及び相手方の選定方法は適正か。 

イ　委託理由に合理性があるか。 

ウ　委託事務に必要な件数、金額が予算上明確になっているか。 

エ　委託料の算定方法は適正か。 

オ　委託契約は適法であり、支払いは正確か。 

カ　委託料は業務の内容に対し適正な水準か。委託先では業務コストの削減努力が行われ

ているか。 

キ　当該委託契約は予定した行政目的に貢献しているか。 

ク　委託成果品の検査及び委託契約の履行について適時、適切に確かめられているか。 

②　監査手続 

ア　委託先の選定や委託料の算定、契約及び委託料の支払いなどの事務が適切に行われて

いるか検証するため、関連資料を閲覧する。 

イ　事業の詳細、事業による効果の検証等を行うため、担当部署に対するヒアリングを実

施する。 

ウ　管理事業については、関連資料を閲覧するとともに、関係者への聴取や視察を行う。 
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NO１　個人市民税 

１．概要 

個人住民税は、「市民税」と「県民税」を合わせたもので、市県民税とも呼ばれている。 

毎年１月１日現在に住所がある市（県）に支払う地方税で、均等割と所得割があり、その合

計額が市県民税の年税額である。 

また、個人住民税と併せて課税される森林環境税（国税）がある。 

 

（１）納税義務者 

※　「家屋敷」とは、自己又は家族が居住するために住所地以外の場所に設けた独立性のある住

宅をいうもので、自己所有であるか否かを問わない。居住していない場合でも、いつでも住め

る状態にあれば「家屋敷」とする。 

 

（２）税率・税額 

①　均等割の税額 

※　県民税 1,700 円のうち 700 円はぐんま緑の県民税で、森林の環境保全のために活用される。 

 

②　所得割の税率 

【総合課税】 

 

 

 納税義務者 納める個人住民税

 市内に住所のある個人 均等割と所得割の合計額 

※　令和６年度からは個人住民税と併せて森

林環境税（国税）が課税されている

 市内に事務所、事業所や家屋敷（※）のある

個人で、市内に住んでいない人（別の市町村

で住民税が課税されている人）

均等割額

 市民税 県民税 合計

 3,000円 1,700円 4,700円

 市民税 県民税

 課税所得金額 税率 課税所得金額 税率

 一律 6.0％ 一律 4.0％
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【分離課税】 

 

③　森林環境税（国税）の税額 

　　　個人住民税と併せて課税される国税で、森林整備及びその促進のために活用される。 

　　　・税額：1,000 円 

 

（３）税額の計算 

均等割額＋所得割額＋森林環境税額 

※　所得割額＝（所得金額－所得控除額）×税率－税額控除額 

 

（４）非課税の範囲 

①　均等割の非課税 

・生活保護法の規定による生活扶助を受けている 

・障害者、未成年者、寡婦又はひとり親で前年の合計所得金額が 135 万円以下 

・上記以外で、前年の合計所得金額が以下の計算により求めた金額以下 

315,000 円×（扶養の人数＋1）＋100,000 円＋（扶養がいる場合 189,000 円） 

②　所得割の非課税 

・生活保護法の規定による生活扶助を受けている 

・障害者、未成年者、寡婦又はひとり親で前年の合計所得金額が 135 万円以下 

・上記以外で、前年の合計所得金額が以下の計算により求めた金額以下 

350,000 円×（扶養の人数＋1）＋100,000 円＋（扶養がいる場合 320,000 円） 

 

 所得の種類 課税所得金額 市民税 県民税

 山林・退職 一律 6.0％ 4.0％

 短期譲渡 一般 一律 5.4％ 3.6％

 軽減 一律 3.0％ 2.0％

 長期譲渡 一般 一律 3.0％ 2.0％

 特定 2,000 万円以下 2.4％ 1.6％

 2,000 万円超の部分 3.0％ 2.0％

 軽課 6,000 万円以下 2.4％ 1.6％

 6,000 万円超の部分 3.0％ 2.0％

 株式等の譲渡（一般分） 一律 3.0％ 2.0％

 株式等の譲渡（上場分） 一律 3.0％ 2.0％

 上場株式等の配当等 一律 3.0％ 2.0％

 先物取引 一律 3.0％ 2.0％
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（５）減免対象者 

災害等による被害の損害額が多額となった者、生活扶助を受けている者など、特別な事情に

より、個人住民税を納付することで生活が困窮すると認められるときは、申請に基づき個人住

民税が減免される場合がある。 

※　令和６年度の減免申請は 33人、うち減免決定は 31人。 

 

２．普通徴収 

（１）納期限 

※　各期ともに末日が休日の場合は翌平日 

 

（２）納付方法 

・現金納付（市の窓口、金融機関、コンビニエンスストア） 

・口座振替 

・ペイジー 

・クレジット 

・スマホアプリ 

 

３．特別徴収 

（１）給与所得に係る特別徴収事務 

特別徴収義務者（給与支払者）が、納税義務者（従業員）に毎月支払う給与から個人住民税

を徴収し、納税義務者に代わって納入するもの（年税額を６月から翌年の５月までの１２回に

分けて納付）。 

①　納税義務者 

前年中に給与の支払いを受け、かつ４月１日現在で給与の支払いを受けている給与所得者 

②　特別徴収義務者 

特別徴収によって住民税を徴収し、かつ納入する義務を負う事業者（給与支払者） 

③　特別徴収義務者の指定 

４月１日現在で所得税の源泉徴収義務がある給与支払者を特別徴収義務者として指定 

④　特別徴収の対象となる個人住民税 

・給与所得の金額から計算した個人住民税 

・給与及び年金以外の所得があり、かつ申告書にて「その所得に係る住民税は特別徴収」

を選択している場合は、合算した個人住民税 

 

 第１期 第２期 第３期 第４期

 ６月末日 ８月末日 １０月末日 １月末日
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（２）年金所得に係る特別徴収事務 

65 歳以上の年金受給者の公的年金等に係る個人住民税について、年金支給時に年金から差し

引きし、公的年金受給者の納税の便宜及び市町村における徴収事務の効率化を図る｡ 

特別徴収の対象となる公的年金は、老齢基礎年金、老齢厚生年金、退職共済年金などである。

なお、障害年金や遺族年金は非課税所得のため対象外。 

①　納税義務者 

当該年の４月１日（基準日）において、老齢基礎年金等の支払いを受けている 65歳以上の

者。ただし、次に該当する者は、特別徴収の対象外。 

・当該年度分の老齢等年金給付の年額が 18 万円未満の者 

・当該年度の特別徴収税額が老齢等年金給付の年額を超える者 

・介護保険料が公的年金から差し引きされていない者 

②　特別徴収義務者 

特別徴収対象年金所得者に年金を支払う年金保険者 

③　特別徴収義務者の指定等 

特別徴収の方法によって徴収することを年金保険者へ通知 

④　特別徴収の対象となる個人住民税 

公的年金等の所得に係る均等割額と所得割額 

⑤　徴収方法 

 

【前年度から引き続き特別徴収の対象である場合】 

 

【当該年度から新たに特別徴収の対象となる場合】 

 

 

 徴収方法 期別 年金支給月 徴収税額

 

仮特別徴収 上半期

４月 前年度年税額×6分の 1

 ６月 前年度年税額×6分の 1

 ８月 前年度年税額×6分の 1

 

特別徴収 下半期

１０月 （年税額－上半期仮特別徴収税額）×3分の 1

 １２月 （年税額－上半期仮特別徴収税額）×3分の 1

 ２月 （年税額－上半期仮特別徴収税額）×3分の 1

 徴収方法 期別 年金支給月 徴収税額

 
普通徴収 上半期

第１期（６月） 前年度年税額×4分の 1

 第２期（８月） 前年度年税額×4分の 1

 

特別徴収 下半期

１０月 年税額×6分の 1

 １２月 年税額×6分の 1

 ２月 年税額×6分の 1
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（３）退職所得に係る特別徴収事務 

特別徴収義務者（給与支払者）が、納税義務者（従業員）から退職手当の支給時に他の所得

と区分して税額を計算して徴収し、納税義務者に代わって納入するもの。 

①　納税義務者 

退職手当等を受ける日の属する年の１月１日現在において高崎市に住所を有し、退職手当

等の支払いを受ける者 

②　特別徴収義務者 

納税義務者に退職手当等の支払いをする者 

③　特別徴収義務者の指定 

納税義務者に退職手当等の支払いをする者を特別徴収義務者として指定 

④　特別徴収の対象となる個人住民税 

退職所得の金額から計算した個人住民税（所得割）　 

 

４．課税事務 

（１）普通徴収事務 

①　通年事務及び年間事務 

 

 通年事務

 ・市県民税申告受付 

※　申告書は毎年３月１５日までの提出（地方税法第３１７条の２）。随時受付は行ってい

る。 

・課税資料（確定申告書、市県民税申告書、給与支払報告書（以下「給報」という）、公的年

金等支払報告書等）に基づいた所得、控除等情報のｅ－ＳＵＩＴＥ（外部業者が提供する住

民基本台帳や社会保障関連、地方税などの地方公共団体の主要な事務を処理する基幹業務シ

ステム）入力及び税額計算 

・普通徴収納税通知書等発送（毎月末頃） 

・送付すべき住所が不明な納税通知書の公示送達（毎月１５日頃） 

・税務署における調査（毎月１０日前後）

 年間事務

 １月 ・地方税共同機構が年金保険者からとりまとめた年金支払報告書の電子データを受

信（ｅＬＴＡＸ）

 ２月 ・当初市県民税申告書発送 

・当初市県民税申告書、確定申告書受付（2/16～3/15） 

・課税資料データ（市県民税申告書、確定申告書、給報、年金支払報告書）の個々人

とのマッチングを行う。疑義のある場合は関係各所への照会により所得、控除等の

情報を確定（～４月）
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　②　普通徴収に関する法令等 

・地方税法第２０条、第２０条の２、第２９４条、第２９５条、第３１０条、第３１３条、

第３１７条の２、第３１８条、第３１９条、第３１９条の２、第３２０条及び第３２３

条 

・高崎市市税条例第２３条、第２４条、第３１条、第３３条、第３４条、第３６条の２、　

第３７条、第３８条、第４０条及び第５１条 

 

（２）給与所得に係る特別徴収事務 

①　通年事務及び年間事務 

 

 ４月 ・合算 

・税額計算処理

 ５月 ・普通徴収当初賦課決定処理、納税通知書印字・封入（外部委託） 

・公的年金から特別徴収する対象者のデータ受信（ｅＬＴＡＸによる受信） 

・住民登録外課税通知の送信（ｅＬＴＡＸによる送信）

 ６月 ・普通徴収納税通知書発送 

・ワンストップ特例非該当通知発送 

・扶養不一致調査

 ７月 ・扶養を是正した情報を税務署へ提供（ｅＬＴＡＸによるデータ連携） 

・公的年金から特別徴収する対象者及び税額のデータ送信（ｅＬＴＡＸによる送信）

 ８月 ・寡婦、ひとり親調査（申告が実態とあっているかの確認） 

・未申告調査（～１２月） 

・法定調書に基づく納税義務者への申告勧奨と課税処理（～１２月）※配当と報酬

 １０月 ・国外扶養調査

 通年事務

 ・事業者が提出した異動届出書等（特徴・普徴への切替、転勤等）による個人住民税課税情報

のシステム入力 

・事業者から提出された給報による所得、控除等の個人住民税課税情報のシステム入力 

・ｅＬＴＡＸ利用届と住民税システム上の宛名との紐づけ 

・課税資料（給報等）の他市町村への回送 

・税額変更通知書の事業者への発送（毎月２５日頃） 

・納期の特例承認及び取消の申請書の審査及び決定事務 

・税額と納入額が一致しなかった事業者への電話連絡等による確認
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②　給与所得に係る特別徴収に関する法令等 

・地方税法第３１７条の６、第３１７条の７、第３２１条の３、第３２１条の４、　　　　　

第３２１条の５、第３２１条の６及び第３２１条の７ 

・地方税法施行規則第２条及び第１０条 

・高崎市市税条例第４４条、第４５条、第４６条、第４６条の２、第４６条の３、第４６条

の４、第４６条の５及び第４７条 

・高崎市市税条例施行規則第１４条及び第１６条 

 

（３）年金所得に係る特別徴収事務 

①　通年事務及び年間事務 

 

 年間事務

 １月 ・給報受付（紙、電子媒体及びｅＬＴＡＸ、提出期限：１月末日） 

・給報等の当初課税資料データ入力委託（１月～３月） 

・給報記載内容のチェック（１月～３月）

 ３月 ・給報未提出事業所への調査

 ４月 ・特別徴収税額賦課決定処理 

・当初特別徴収税額決定通知書・納入書等の印刷（外部委託）

 ５月 ・当初特別徴収税額決定通知書の封入作業、事業所への発送（約2万件）

 ８月 ・対象者が特定できなかった給報を特定する調査

 １２月 ・給報（総括表）の事業者への発送

 通年事務

 ・年金保険者とのｅＬＴＡＸによるデータ送受信 

○月次処理 

・特別徴収停止通知、特別徴収税額等変更通知を年金保険者へ送信（毎月２０日まで） 

・特別徴収停止の処理結果通知、特別徴収税額等変更通知の処理結果通知を年金保険者から

受信（毎月１０日まで） 

○定期処理 

・特別徴収結果通知を受信し、納付状況をデータ取込み（年金支払月の翌月１０日まで） 

○年次処理 

・年金保険者から公的年金支払報告書を受信（１月３１日まで） 

・年金保険者から特別徴収対象者情報（介護保険料引き落し等）の受信（５月２５日まで） 

・特別徴収対象者情報を確認後、年金保険者へ特別徴収税額通知を送信（７月３１日まで） 

・年金保険者が処理した特別徴収税額通知を受信（９月３０日まで）



26 

 

 

②　年金所得に係る特別徴収に関する法令等 

・地方税法第３２１条の７の２、第３２１条の３、第３２１条の４、第３２１条の５、    

第３２１条の６、第３２１条の７、第３２１条の８、第３２１条の９、第３２１条の    

１０、第３２１条の１１及び第３２１条の１２ 

 

（４）退職所得に係る特別徴収事務 

①　通年事務 

 

②　退職所得に係る特別徴収に関する法令等 

・地方税法第３２８条、第３２８条の２、第３２８条の３、第３２８条の４、第３２８条

の５、第３２８条の６、第３２８条の７、第３２８条の８、第３２８条の９、第３２８条

の１０、第３２８条の１１、第３２８条の１２、第３２８条の１３、第３２８条の１４、

第３２８条の１５及び第３２８条の１６ 

・地方税法施行規則第２条 

・高崎市市税条例第５３条の２、第５３条の３、第５３条の４、第５３条の５、第５３条

の６、第５３条の７、第５３条の８、第５３条の９、第５３条の１０、第５３条の１１及

び第５３条の１２ 

 

 年間事務

 ４月 ・仮徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 ５月 ・年金保険者からの「特別徴収対象者情報」をｅＬＴＡＸでデータ受信（下旬）

 ６月 ・税額決定通知書、納付書発送（１０日） 

・仮徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 ７月 ・年金保険者に「特別徴収税額通知」をｅＬＴＡＸでデータ送信（中旬）

 ８月 ・仮徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 ９月 ・年金保険者から「特別徴収税額通知の処理結果通知」をｅＬＴＡＸでデータ受信（下

旬）

 １０月 ・本徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 １２月 ・本徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 １月 ・年金保険者から「公的年金支払報告書」をｅＬＴＡＸでデータ受信（下旬）

 ２月 ・本徴収（１５日）後、徴収結果をデータ受信

 通年事務

 ・事業者が納入した退職所得に係る個人住民税額等の申告書による確認 

・個人住民税課税情報の内容確認及び管理 

・納入金額に訂正があった場合の更正処理
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５．個人市民税の推移 

（１）普通徴収に係る調定額、収入額、納税義務者の推移（現年課税分）　　 

（単位：千円、人） 

 

（２）特別徴収に係る調定額､収入額､納税義務者の推移（現年課税分） 

（単位：千円、人） 

 

（３）現年課税及び滞納繰越別の推移 

（単位：千円） 

 

６．未申告調査 

個人住民税の適正・公平な課税の確保を図るため、課税資料の提出がなく被扶養者でもない未

申告者や給報を提出していない事業所に対して、市県民税申告を勧奨する通知の送付及び架電に

よる調査を実施する。 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 4,435,799 4,429,473 4,575,757 4,638,497 4,846,624

 収入額 4,331,959 4,357,884 4,483,812 4,561,387 4,727,815

 収入歩合 97.66％ 98.38％ 97.99％ 98.34％ 97.55％

 納税義務者 49,808 48,160 49,246 49,499 49,080

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 17,750,565 17,701,103 18,012,916 18,315,815 17,347,847

 収入額 17,739,293 17,693,010 18,003,864 18,305,295 17,337,769

 収入歩合 99.94％ 99.95％ 99.95％ 99.94％ 99.94％

 納税義務者 141,025 142,498 142,828 143,715 146,408

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 22,186,364 22,130,576 22,588,673 22,954,312 22,194,471

 収入額 22,071,252 22,050,894 22,487,676 22,866,683 22,065,584

 収入歩合 99.48％ 99.64％ 99.55％ 99.62％ 99.42％

 滞
納
繰
越

調定額 366,343 243,625 179,835 182,969 154,134

 収入額 150,292 103,172 70,201 68,610 64,337

 収入歩合 41.02％ 42.35％ 39.04％ 37.50％ 41.74％
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（１）未申告者に対する調査　※（　）内は令和６年度の事務処理日 

①　未申告者への市県民税申告勧奨通知及び市県民税申告書の送付 

当初の市県民税申告書を発送した者のうち、８月中旬（8/15）で未申告かつこの間に生活

保護の受給開始や死亡がなく、当該年の１月１日時点で 25 歳から 60歳である者を対象とし

て、８月下旬（8/26）に市県民税申告勧奨通知に市県民税申告書を同封して発送する。 

令和６年度においては、勧奨通知を発送した件数が 2,035 件で、そのうち９月末までに申

告がなされなかった件数は 1,447 件であった。 

 

【令和６年度　市県民税申告勧奨の実績】 

 

 

②　電話による追加調査 

毎年１０月中旬を基準日（10/17）として、「申告勧奨通知を送付した者のうち、基準日ま

でに申告や課税資料の提出がなかったが、前年度には確定申告書又は市県民税申告書の提出

により住民税が課税された者」を電話調査対象者としてリストアップする。市民税課及び各

支所税務課の担当者はリストを元に、住所が本庁地域内の調査対象者は市民税課担当者が、

住所が各支所地域内の調査対象者は各支所税務課担当者が、１１月上旬を期限として電話調

査を行う。 

電話で連絡が取れず１１月中旬までに申告書提出が確認できない場合は、未提出者へ再度

の申告勧奨通知を送付する。電話による追加調査は、次年度の申告事務が始まる１２月中旬

まで随時行う。 

令和６年度の実績は 76件であり、上記申告がなされなかった残りの 1,371 件については追

加調査の対象とされていない。勧奨により申告がなされなかった者については、記録化し、

税務署等からの照会にも対応できるように管理がなされている。 

 

 当初課税分の発送件数（2/5 発送） 11,873 件

 申告勧奨通知発送件数（8/26 発送）…（Ａ） 2,035 件

 Ａのうち９月末までに申告した件数 588 件

 Ａのうち市県民税増額分 66 件　5,805,700 円

 【意見１】市県民税申告勧奨通知の送付対象年齢について 

市県民税申告勧奨通知の送付対象者は、課税されるべき所得を得ている人が所得を申告して

いない状況を是正するため、調査対象をフリーランス・日雇い労働など本人からの申告がない

と状況を掴めない種類の所得を得ている可能性の高い現役世代（25 歳〜60歳）としていると

のことである。しかし高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により、65 歳までの雇用確保

が義務化され、70 歳までの就業機会についての努力義務が課せられている現状に鑑みれば、

60 歳以上についても所得を得ている可能性は高く、対象年齢として相応しいのか検討する必

要があると考える。
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【令和６年度　電話調査期間／件数】 

 

【令和６年度電話調査結果（令和６年度１２月１５日時点）】 

※　「４申告指導をしたが申告実績なし」17 件については、申告準備中とのことであったため、

再通知を送付していない。 

※　「５連絡がつかなかった件数」44 件については、4件は再通知までの間に申告がなされ、40

件再通知を発送したうち、4件が返戻され、36件が送達された。 

 

 

 実施期間

 電話調査期間 １０月１８日～１１月６日

 電話調査件数 76 件

 No 調査結果等 件数 備考

 　１ 申告による課税 4 市県民税申告書又は確定申告書の提出により、市県

民税を課税した。

 　２ 申告による非課税 10 市県民税申告書又は確定申告書の提出により、市県

民税が非課税となった。

 　３ 申告により課税要件から

外れた

1 本人や家族からの生活状況の申告により、申告書の

提出義務がないことが判明した。 

※　令和６年度実例：賦課期日１月１日に高崎市の

居住なし。転出届の未届が判明したため、転出届

の提出を案内した。

 　４ 申告指導したが申告実績

なし

17 本人や家族へ申告するよう指導したが、１２月中旬

まで申告がなかった。

 　５ 連絡がつかなかった件数 44 電話不通による。

 　６ 調査件数の計 76 No１～５の合計

 　７ 再通知送付対象件数 40 No５について、１１月中旬（11/14）までの申告書未

提出者に対して、ただちに再度通知（11/15）した。 

※　40 件のうち 4件は返戻により未送達。

 　８ 再通知送付後の申告件数 0 No７のうち、１２月中旬（12/15）までに申告があ

った件数。

 　９ 連絡がついた件数 32 本人や家族と連絡がついた件数（No１～No４の合

計）

 １０ 調査結果 15 申告があった件数（No１～No３の合計） 

接触できた件数のうち申告があった割合 

15 件（No１０）÷32 件（No９）＝46.9％
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【電話調査結果の推移】 

（単位：件、円） 

※　「課税額」は、未申告調査結果により、市県民税が生じた又は増額したものの合計額 

 

 

（２）住民登録地等が特定できない給与支払報告書（不明給報）の調査 

当初課税時に住民登録地等が不明で対象者を特定できず、課税処理が行えない給報について、

ｅ－ＳＵＩＴＥによる調査や事業所への照会、住基ネットなどによる調査を行う。 

 

【令和６年度不明給報追跡調査結果】 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 連絡がついた件数 60 63 30 72 32

 うち申告があった件数 24 25 15 25 15

 課税額 4,122,000 1,156,400 701,200 1,195,400 260,900

 【指摘１】電話による追加調査の範囲について 

電話による追加調査の結果、接触できた者が申告をした率は 46.9％である。しかし申告が

なされなかった 17 件についても、4件はその後申告がなされ 13 件についても申告準備中であ

り、接触できた場合には高確率での申告が期待できる状況であるのに、勧奨通知を発送した件

数が 2,035 件のうち、申告がなされなかった数は 1,447 件あるものの、電話による追加調査は

76 件に留まり、大多数については調査がなされていない。 

申告をし続けない者が有利になることがないよう、無作為で選択した未申告者について一定

の現地調査等を行い、追加調査が必要な属性についての分析などを行った上、調査の対象を広

げるべきである。

 ①　当初に提出された 96.5 万円以上の給報に

対する追跡調査（事業所への照会） 

172 件のうち 158 件から回答あり。うち課税

（住民登録外課税）は 79件、13,096,100 円

だった。

 ②　当初に提出された 96.5 万円以下の給報

と、当初後に提出された対象者が未特定の給

報の内、他の課税資料と合わせて 96.5 万円

以上となった給報に対する追跡調査

458 件のうち、課税は 5件、159,100 円だった。



31 

 

【不明給報追跡調査結果の推移】 

（単位：件、円） 

 

（３）給報未提出の事業所への調査 

前年度に特別徴収実績があるが、当該年度（２月末時点）で給報が未提出の事業所について、

電話による提出指導を行う。 

なお、調査対象は、各事業所の特別徴収対象従業員数（２月末時点）と、提出された給報枚

数を比較して特別徴収対象従業員数よりも給報枚数が 10 枚以上少ない事業所としている（令和

６年度は 14 件）。 

 

【令和６年度給報未提出事業所追跡調査結果】 

 

【給報未提出事業所調査結果の推移】 

（単位：件） 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 

①

調査件数 545 424 256 207 172

 課税件数 131 93 94 85 79

 課税額 18,794,200 16,008,600 16,623,100 16,724,200 13,096,100

 

②

調査件数 359 172 260 476 458

 課税件数 8 5 2 9 5

 課税額 867,900 287,600 170,100 878,800 159,100

 調査結果

 調査対象事業所の件数 14件

 うち判明 

した件数

提出指導 給報の提出あり 9件

 給報が未提出 0件

 提出不要 課税権のある従業員なし（課税対象者なし） 0件

 事業所廃止 1件

 指定番号取消・変更 4件

 うち判明しなかった件数 0件

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 提出あり 22 20 19 20 9

 提出不要 4 11 9 2 5
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（４）法定資料に係る調査 

税務署との連携により提供された法定資料により配当所得や報酬の未申告者と思われる場合

は、申告勧奨通知（市県民税申告書を同封）による申告勧奨を行っている。９月下旬から１２

月中旬までにおいて、2回の申告勧奨を行い、指定期限までに申告がなかった場合は地方税法第

３１５条に基づき、経費を 0円とした個人住民税の課税を行っている。 

※　勧奨通知に提出期限までに申告がなかった場合は「経費 0円で税更正する」と記載。 

 

【令和６年度法定資料に係る調査結果】 

 

（５）申告内容調査 

控除対象配偶者及び扶養親族について被扶養者の所得状況等を調査し、所得超過により扶養

要件が非該当となる場合は、扶養を否認する。被扶養者が市外に在住している場合は、マイナ

ンバーを用いた被扶養者の所得照会や調査票による所得照会を行っている。 

課税資料に記載された控除対象配偶者や扶養控除については、被扶養者の年齢が扶養要件を

満たさない場合は、課税の増減にかかわらず、本来の年齢区分での扶養控除を適用した税更正

を行う。 

二重扶養の場合は、地方税法施行令第７条の３の３及び同令第７条の３の４により、配偶者

である納税義務者を優先して扶養控除を是認、配偶者以外の親族との間で重複している場合は

所得の大きい者の扶養とした税更正を行う。 

寡婦控除とひとり親控除については、毎年７月末から８月中旬を調査期間として、本人の離

別、死別、未婚などの婚姻状況と、被扶養者（又は同世帯の子）の状況調査を行い、適用要件を

満たさない場合は控除を否認している。なお、婚姻状況調査では戸籍抄本等の公用請求などを

行っている。 

 

 申告書提出により追加の課税が発生した件数…（Ａ） 65 件

 Ａによる市県民税の増額 6,244,200 円

 申告書の未提出により、地方税法第３１５条に基づく課税決定を行った件数

…（Ｂ）

39 件

 Ｂによる市県民税の増額 3,505,900 円
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【令和６年度市内在住被扶養者の所得調査及び年齢要件の調査による更正結果】 

※　「市県民税増額」は、扶養調査や寡婦・ひとり親の調査結果に伴う税更正による増額分の合

計額である。 

 

【令和６年度市外在住被扶養者の所得調査及び年齢要件の調査による更正結果】 

※　「市県民税増額」は、扶養調査や寡婦・ひとり親の調査結果に伴う税更正による増額分の合

計額である。 

 

（６）法令等 

・地方税法第２９８条及び第３１５条 

 

 

 配偶者控除 95件

 老人配偶者控除 95件

 配偶者特別控除 41件

 特定扶養親族控除 287 件

 老人扶養親族控除…（Ａ） 222 件

 （Ａのうち同居老人扶養） （149 件）

 一般扶養親族控除 559 件

 寡婦控除 118 件

 ひとり親控除 28件

 年少扶養 295 件

 合計 1,740 件

 市県民税増額 61,287,100 円

 配偶者控除 55件

 老人配偶者控除 5件

 配偶者特別控除 0件

 特定扶養親族控除 68件

 老人扶養親族控除…（Ａ） 34件

 （Ａのうち同居老人扶養） （6件）

 一般扶養親族控除 120 件

 寡婦控除 0件

 ひとり親控除 0件

 年少扶養 18件

 合計 300 件

 市県民税増額 13,221,600 円
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７．課題 

（１）税制改正への対応 

毎年行われる税制関連の法律改正には、時限的、特例的なものもあり、業務を行うにあたっ

てはより一層の条文等の確認に努めていく必要がある。 

 

（２）人材育成 

・市職員の 4年から 5年程度の異動サイクルという限られた時間の中での専門知識の習得 

・市職員を講師として実施する個人住民税の課内研修の更なる充実と他税目への拡大 

・外部講師による専門研修の受講機会の確保 

・業務マニュアル及び引継書の充実によるノウハウの継承 

 

８．執行方針 

・市税の適正かつ公平、公正な課税 

・報告、連絡、相談、確認、適宜の念押しの徹底 

 

９．監査結果 

（１）税務署へ提出された確定申告資料の処理 

税務署へ提出された確定申告書から個人住民税を計算する手順について、抽出されたサンプ

ルをもとに監査を行った。個人住民税の税額計算に際しては、チェックすべき確認項目のリス

トが用意されており、誤りやすい点や税務署からの申告書について個人住民税の計算上、注意

すべき点が網羅的に確認できる体制となっている。 

　実際に、税務署から届いたデータに対し、高崎市が管理している給与所得に関する情報を照

合し、修正が必要な場合には、修正したうえで個人住民税を計算している資料も確認できた。

また、専従者給与支払者の専従者控除額と専従者給与収入額に相違があった場合に、専従者の

収入を専従者控除額へ訂正し税額計算をしている資料も確認できた。このような修正を行った

場合には、その経緯や根拠などを付記する手続きも確認できた。 

　　修正申告が行われた場合には、修正前と修正後の資料が適切に保存されており、また修正の

税額計算も適正に処理されていた。 

　　管理体制や税額計算に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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（２）市へ提出された市民税・県民税申告書の処理 

　　各支所の相談窓口で市県民税の申告を実施した場合、受付、資料入力、検算についてそれぞ

れの担当者が確認を行い、押印によりチェックする体制をとっている。納税者本人が作成した

申告書を受領した際は、受付、精査、資料入力、検算についてそれぞれの担当者が確認し押印

している。 

市民が給付金等の申請に必要な非課税証明書や所得証明書などの発行を受ける場合、市県民

税の申告を行う必要が生じることがあり、この証明書を取得するために市役所の窓口で申告を

行うケースも多く確認できた。このような申告の場合には、確定申告の期間ではなく通年で提

出する市民がおり、どのような目的で申告をしたかが分かるよう、付記する手続きが行われて

いた。 

管理体制や税額計算に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

（３）減免・免税申請書の処理 

管理体制や税額計算に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

（４）確認項目リストによる事務処理 

確認項目リストは、業務内容、確認する時期、具体的な確認内容が詳細に記載されている。

確認するための資料が揃う時期を把握し、確認する時期をそれぞれ定めている点が非常に有用

である。 

管理体制や項目に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

　　なお、近年、人的控除は度重なる改正で複雑化しており、今後もこのような税制改正の傾向

が続く可能性がある。税務署へ提出された情報と市で管理している情報の相違等も多く生じる

可能性があるため、確認項目リストの定期的な更新と、確認する担当者への教育・研修等の取

り組みがより一層求められると考える。 
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NO２　法人市民税 

１．概要 

（１）法人市民税 

　　法人市民税は、市内で事業を行う法人が納める地方税で、下記の 2つがある。 

①　資本金等や従業者数による法人等の区分に応じて均等の額により課税する均等割（以

下、均等割） 

②　法人の利益に応じて算定された国税である法人税額を算定基礎として課税する法人税割

（以下、法人税割） 

法人の区分に応じて税額が異なり、事業年度終了の日の翌日から 2か月以内に申告納付を行

う。 

 

（２）納税義務者 

法人市民税の納税義務者は以下のとおりである。 

①　市内に事務所又は事業所を有する法人 

②　市内に寮、宿泊所、保養所、集会所等を有する法人で、その市内に事務所又は事業所を

有しないもの 

③　法人課税信託の引受けを行うことにより法人税を課される個人で、市内に事業所等を有

するもの 

④　法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、市内に有する事務所

又は事業所において収益事業を行うもの（人格のない社団等）となっているが、国や地方

公共団体、国立大学法人等及び日本赤十字社、社会福祉法人、宗教法人等で収益事業を行

わない場合は、非課税となり納税義務はないことになっている。 

 

高崎市内に事務所等が所在する場合は、均等割及び法人税割の両方の納税義務を負い、高崎

市内に寮等のみで事務所等が有していない場合は均等割のみの納税義務を負うこととなってい

る。 

 

（３）課税標準 

①　均等割 

法人市民税のうち、均等割は、均等の額によって課税される市税であるため、高崎市内に

おいて事務所等又は寮等が所在するかどうかが、その課税の基準となる。 

②　法人税割 

法人市民税のうち、法人税割は、高崎市内おいて本店又は主たる事務所もしくは事業所を

有する法人の法人税額を課税標準として課税する。 

また、2以上の市町村に事務所等を有する場合においては、法人税額の算定期間の末日現

在における事務所等の従業者の数で法人税額の総額を関係市町村に按分した金額が課税標準

となる。 
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（４）税率 

法人市民税の税率は、標準税率及び制限税率の制度がとられている。 

標準税率とは、地方公共団体が地方税を課する場合において通常よるべき税率であって、そ

の地方公共団体が財政上その他の必要があると認める場合においては、これによることを要し

ない税率をいう。 

制限税率とは、地方公共団体がその標準税率を超える率で地方税を課税する場合において超

えることのできない税率をいう。 

 

①　均等割 

均等割の標準税率及び制限税率については以下のとおりである。 

（単位：円） 

　　　 

上表より、高崎市における均等割の税率について確認を行い、適切に税率設定されている

かどうかについて確認を行う。 

高崎市における均等割の税率については以下のとおりである。 

（単位：円） 

 法人の区分 均等割年額

 資本金等の額 市町村内の事務所等の従業者の合計

 50 人以下 50 人超

 標準税率 制限税率 標準税率 制限税率

 50 億円を超える法人 410,000 492,000 3,000,000 3,600,000

 10 億円を超え、50 億円以下

の法人

410,000 492,000 1,750,000 2,100,000

 1 億円を超え、10億円以下

の法人

160,000 192,000 400,000 480,000

 1 千万円を超え、1億円以下

の法人

130,000 156,000 150,000 180,000

 1 千万円以下の法人 50,000 60,000 120,000 144,000

 法人の区分 均等割年額

 資本金等の額 高崎市内の事務所等の従業者の合計

 50 人以下 50 人超

 50 億円を超える法人 492,000 3,600,000

 10 億円を超え、50億円以下の法人 492,000 2,100,000

 1 億円を超え、10 億円以下の法人 192,000 480,000

 1 千万円を超え、1億円以下の法人 156,000 180,000

 1 千万円以下の法人 60,000 144,000

 上記以外の法人 60,000
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　　　確認の結果、高崎市において設定されている均等割については、いわゆる標準税率ではな

く、制限税率が設定されていた。 

 

上記より高崎市における均等割の税率は適切な範囲内で設定されていることが確認できた

ほか、高崎市市税条例第３１条を確認し、上記のとおりの税率となっていることを確認し

た。 

高崎市における均等割の税率は制限税率となっているが、他の自治体は、どのような税率

であるか確認した。確認については、総務省自治税務局より公表されている「令和６年度法

人住民税・法人事業税率一覧表」を閲覧した。 

その結果、高崎市と同様に制限税率を採用している自治体は多数存在しているが、全体の

割合からすると標準税率を採用している自治体の方が多くなっていることが確認できた。 

 

②　法人税割 

法人税割の標準税率及び制限税率については以下のとおりである。 

　　　 

高崎市においては、制限税率である 8.4％を法人税割の税率に設定していることを、高崎

市市税条例第３４条の４にて確認した。 

また、均等割と同様に、総務省自治税務局より公表されている「令和６年度法人住民税・

法人事業税率一覧表」を閲覧し、他の自治体の法人税割の税率について確認した。 

その結果、法人税割においては、高崎市と同様に 8.4％の制限税率を採用している自治体

の割合が多くなっていることが確認できた。 

 

（５）税額 

①　均等割 

均等割は定められた税率によって年額の税額が定められている。法人が実際にその市町村

内に事務所又は寮等を有した期間が 1年に満たない場合は、年額で定められた均等割の額

に、法人税額の課税標準の算定期間中において事務所又は寮等を有していた月数を乗じて得

た金額を 12で除して算定することになる。月数は暦によって計算し、1月に満たないとき

は 1月、また 1月に満たない端数を生じたときはこれを切り捨てる。 

②　法人税割 

法人税割については、申告納付するべき法人税割額から控除するものとして、外国税控

除、仮装経理に係る更正額の控除、控除対象所得税額等相当額の控除、租税条約の実施に係

る更正額の控除及び特定寄附金税額控除が設けられている。 

 

 

 標準税率 制限税率

 6％ 8.4％
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以上の内容について、令和６年度において申告納付された法人の申告書の中から一部を抽出

し、適切に計算が行われているかどうかについて確認を行う。 

確認する事項については以下のとおりである。 

・資本金の金額と高崎市内における従業員の数を確認し、均等割の適用税率に誤りがないかど

うかを確認する。 

・法人税割の計算が適切に行われているかどうかを確認するために、法人税額×8.4％となっ

ていることを確認する。 

 

確認を行った結果、下表のとおりとなっており、抽出したサンプルにおける法人市民税の計

算結果はすべて適切に行われていることが確認できた。 

（単位：円、人） 

 サンプル

No と申告

区分

資本金額 従業員数 法人税額又は

前事業年度の

法人税割額

法人市民税額 計算結果

 １確定 10,000,000 1 0 60,000 適切

 ２予定 20,000,000 2 7,100 81,500 適切

 ３確定 5,000,000 22 0 60,000 適切

 ４確定 1,000,000,000 3 2,696,000 718,400 適切

 ５確定 3,000,000 5 0 60,000 適切

 ６確定 13,000,000 10 189,000 171,800 適切

 ７確定 2,000,000 9 3,000 60,200 適切

 ８予定 11,000,000 12 8,800 82,400 適切

 ９確定 5,000,000 4 98,000 68,200 適切

 １０予定 14,000,000 5 112,100 134,000 適切

 １１確定 3,000,000 7 0 60,000 適切

 １２予定 3,000,000 3 105,400 82,700 適切

 １３予定 10,000,000 41 39,200 49,600 適切

 １４確定 3,000,000 2 0 60,000 適切

 １５更正 10,000,000 15 △11,000 △1,000 適切

 １６確定 10,000,000 39 0 60,000 適切

 １７予定 3,000,000 2 84,000 72,000 適切

 １８確定 3,000,000 2 0 60,000 適切

 １９確定 70,000,000 34 434,000 192,400 適切

 ２０予定 10,000,000 3 178,600 119,300 適切

 ２１確定 15,000,000 7 4,231,000 511,400 適切
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※１　高崎市内において事業所を有していた期間が 6か月であったため、均等割の計算について

適切な計算で月数按分されていることを確認した。 

※２　予定申告による納付が行われており、申告書等の提出が行われていないことから、納付書

のみの確認となっている。 

 

（６）法人市民税の減免 

高崎市市税条例第５１条の２第１項によれば、下記のいずれかに該当するもののうち、市長

において必要があると認めるものに対しては、法人市民税を減免することとされている。 

①　公益社団法人及び公益財団法人、法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人、

地方自治法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁による団体並びに特定非営利活動促

進法第２条第２項に規定する法人 

②　その他特別の事情があって減免を必要とする法人 

減免対象の法人は、減免申請書を提出することで、減免を受けることができる（高崎市市税

条例第５１条の２第２項）。 

 

監査手続きとして、令和６年度における高崎市の法人市民税の減免対象者として認定されて

いる法人についてサンプル抽出を行い、減免申請書が提出されているかどうか、提出されてい

る場合については記載内容に不備がないかどうか確認を行った。 

 

 ２２予定 15,000,000 22 395,300 275,600 適切

 ２３確定 220,000,000 3 4,133,000 443,100 適切　※１

 ２４確定 3,000,000 4 4,000 60,300 適切

 ２５予定 ‐ ‐ ‐ 43,900 適切　※２

 No 対象の団体 減免申請書の有無 その他の内容

 　１ 認可地縁団体 無 ※

 　２ 認可地縁団体 無 ※

 　３ 認可地縁団体 無 ※

 　４ 公益財団法人 有 収益事業なし

 　５ 公益財団法人 有 収益事業なし

 　６ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 　７ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 　８ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 　９ 公益財団法人 有 収益事業なし

 １０ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １１ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし
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※　高崎市市税条例施行規則第１９条第３項により、減免に係る事項に変更がない場合は、減　　

免申請書の提出を免除し、引き続き減免できるものとする。 

 

確認の結果、減免対象となっている団体、法人について本来減免するべきではない対象者は

含まれていないこと、提出された減免申請書の記載内容は必要十分であったことから、高崎市

の法人市民税の減免は適切に行われているものと考えられる。 

 

（７）納期限 

法人市民税の納期限については、申告の区分ごとに下記のとおりとなっている。 

①　中間申告については、事業年度の期間が 6か月を超える法人は、事業年度開始の日後、

6か月を経過した日から 2か月以内 

②　確定申告については、原則として事業年度の終了日の翌日から 2か月以内 

③　公共法人等で均等割のみ納税義務のあるものは毎年４月３０日 

 

（８）納付方法 

申告納付の方法による（地方税法第３２１の８第１項及び第２項） 

 

 

 １２ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １３ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １４ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １５ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １６ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １７ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １８ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 １９ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２０ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２１ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２２ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２３ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２４ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし

 ２５ 特定非営利活動法人 有 収益事業なし
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２．課税事務 

 月例事務

 （１）月始め 

①　ｅＬＴＡＸにて申告された申告書全件の情報を印刷し、提出された申告書の内容をす

べて目視で確認する。 

②　ｅＬＴＡＸにて電子申告されたものをｅ－ＳＵＩＴＥへ取り込む。 

③　ｅ－ＳＵＩＴＥにてナンバリングされた番号を申告書に記入して、誤りがないように

する。 

④　読み合わせは、担当者が2人1組で①にて出力した申告書と②にて取り込んだ数値に誤

りがないことを確認する。 

（２）調定（１０日前後） 

①　みなす調定処理を行い、中間申告法人で納税のみが行われた法人を確認する。 

②　定期調定処理を行い、確定・予定・修正申告にて行われた申告の金額について内容を

確認する。 

③　1か月分の申告書の内容について集計を行い、調定簿を作成する。 

④　消込エラーリストチェックとして、納税課にて入金情報はあるが消込ができないもの

について、申告書に基づいて入金されたものかを確認する。 

（３）調定翌日以降 

①　月間集計として、ｅ－ＳＵＩＴＥにて申告書等の処理を行った件数と金額を集計する。

②　翌々月申告予定の法人を抽出し、納付書及び申告書を印刷するためのリストを作成す

る。 

③　翌々月申告予定の法人のリストに基づき、外部業者において申告書を印刷し、市役所

において納付書を印刷する。 

④　ｅ－ＳＵＩＴＥにて不申告法人を抽出し、不申告法人に対して「不申告の通知」を発

送し申告書の提出を促す。 

（４）２０日前後 

①　来月予定申告リストに基づいて外部業者に依頼した申告書が納品される。 

②　県調査として、毎月担当職員が県税事務所に赴き、群馬県には申告があり高崎市に申

告がないものを確認する。 

③　更正決定調定がされた法人に対して不申告等があれば課税を行う。 

（５）月末 

①　法人の設立・異動届が提出されると、随時でｅ－ＳＵＩＴＥへ入力し、月末に届出状

況を集計する。 

②　印刷納品された申告書を発送する。
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上記より、高崎市における法人市民税の管理は、ｅ－ＳＵＩＴＥを利用しており、当該 

ｅ－ＳＵＩＴＥへ申告書や法人の設立・異動状況の情報が適切に取り込まれていることが、課

税の公平性の観点や、課税事務を適切かつ簡便的に行うに際して重要であると考えられる。 

よって、ｅ－ＳＵＩＴＥへの情報の取込状況を確認するため、サンプル抽出し、実際に高崎

市に提出された申告書とｅ－ＳＵＩＴＥへ取り込まれた数値が一致しているかどうかについて

確認を行った。 

 

 年間事務

 ４月 ・交付税資料（法人税割に関する調べ）作成、提出 

・納税義務者数調べ作成

 ５月 ・減免決定通知発送

 ７月 ・課税状況調べ作成、提出 

・決算資料作成（内部資料）

 ８月 ・法人税割上位法人へのアンケート送付 

・未申告調査開始

 ９月 ・翌年度の税収見込

 １２月 ・翌年度電算スケジュール作成

 ２月 ・未申告調査結果取りまとめ 

・減免申請書発送

 No 申告区分 ナンバリング　※１ 取込数値内容の確認　※２

 １ 確定 12700 エラーなし

 　２ 中間 12520 エラーなし

 　３ 確定 62588 エラーなし

 　４ 確定 21909 エラーなし

 　５ 確定 11616 エラーなし

 　６ 確定 68123 エラーなし

 　７ 確定 79397 エラーなし

 　８ 中間 54890 エラーなし

 　９ 確定 46524 エラーなし

 １０ 中間 95110 エラーなし

 １１ 確定 54722 エラーなし

 １２ 中間 11945 エラーなし

 １３ 中間 62124 エラーなし

 １４ 確定 46380 エラーなし
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※１　ｅ－ＳＵＩＴＥへナンバリングされた数字について、打ち出しを行った申告書へ当該ナン

バリングの数値が記入されているかどうか確認したところ、すべて一致しており、異なる法

人の申告書が取り違えて取り込まれている事例はなかった。 

※２　ｅ－ＳＵＩＴＥへ取込みが行われた資本金等の額、課税標準額、従業者数、納付金額に誤

りはなく、申告書の数値取込は適切に行われていた。 

 

以上より、ｅ－ＳＵＩＴＥへの申告書数値の取込みは正確に行われていると判断できる。 

 

税務署による税務調査の結果、法人税額等が変更になった場合、法人税額を課税標準として

いる法人税割については特にその影響を受けることになる。高崎市では調査が行われた法人に

対する高崎市の法人市民税の申告状況を確認し、正しい法人市民税額になるよう更正・決定の

処分を行い、法人市民税額の変更を行っている。 

税務調査による更正の決定が行われた法人に対して変更となるべき法人市民税が適切に計算

集計されていることを確認する。 

税務署による調査は年間を通して行われ、高崎市ではその更正の決定についての決裁は 1か

月ごとにまとめて行われていることから、８月調定分と２月調定分について確認を行った。 

（単位：千円） 

 １５ 更正 68015 エラーなし

 １６ 確定 46229 エラーなし

 １７ 中間 12781 エラーなし

 １８ 確定 21500 エラーなし

 １９ 確定 21398 エラーなし

 ２０ 中間 63953 エラーなし

 ２１ 確定 68111 エラーなし

 ２２ 中間 8309 エラーなし

 ２３ 確定 95285 エラーなし

 ２４ 確定 12263 エラーなし

 ２５ 予定 51105 エラーなし

 対象月（内容） 当初 

課税標準

調査後 

課税標準

税額増減 修正理由と結果の確認

 ８月（増額） ‐ ‐ ‐ 分割基準修正、所得 0で変更無

 ８月（増額） 254,098 254,098 ‐ 分割基準修正、分割課税標準　

変更無

 ８月（増額） 463,727 153,584 ‐ 所得修正、外国税額控除で 0

 ８月（減額） 4,869,192 4,536,324 △15,979 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 64,242,268 63,619,737 △831 所得修正、計算は適切
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確認の手続きとしては、上表記載の調査後課税標準から分割基準による分割課税標準を計算

し、法人税割の税額が適切に計算されていることを確認し、当初税額との差額が適切な金額と

なっているかどうかを確認した。 

確認の結果、更正・決定による増額及び減額についてはすべて適切に計算が行われているこ

とが確認できた。 

また、上記の８月と２月において更正の決定が行われた法人に対して、納税課より提出され

た令和６年度における納税額について集計されたデータにより、各法人の納税、還付の状況に

ついて確認を行った。 

その結果、上表中にある「税額増減」の金額は、納税課より提出されたデータと一致してお

り、納税、還付が適切に行われていることが確認できた。 

 

 

 ８月（減額） 69,632 69,632 △6 分割基準修正、計算は適切

 ８月（減額） 2,171,402 1,861,665 △230 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 1,486 1,479 △0 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 9,515 9,339 △14 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 10,175 10,042 △11 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 191 93 △8 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 5,437,645 5,309,198 △19 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 487,216 487,216 △0 分割基準修正、計算は適切

 ８月（減額） 77 ‐ △6 所得修正、計算は適切

 ８月（減額） 19,173 19,172 △0 所得修正、計算は適切

 ２月（増額） ‐ 231 19 所得修正、計算は適切

 ２月（増額） 5,246,315 5,246,315 ‐ 分割基準修正、分割課税標準　

変更無

 ２月（増額） 27,165 ‐ ‐ 所得修正、市内従業員 0人

 ２月（減額） 13,886 ‐ △17 所得修正、計算は適切

 ２月（減額） 6,341,076 6,333,366 △4 所得修正、計算は適切

 ２月（減額） 6,289,159 6,269,993 △7 所得修正、計算は適切

 ２月（減額） 49,093,217 49,093,217 △233 分割基準修正、計算は適切

 ２月（減額） 114 109 △0 所得修正、計算は適切

 ２月（減額） 290,581 261,275 △18 所得修正、計算は適切

 ２月（減額） 4,641 4,480 △10 所得修正、計算は適切
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３．法人市民税の推移 

高崎市における現年課税及び滞納繰越別の推移は以下のとおりである。 

（単位：千円） 

　 

現年課税の調定額については過去 5年では継続的に増加しており、その要因として新型コロ

ナウイルス感染症により企業の業績が落ち込んだところから、企業業績が回復してきているこ

とに伴う法人税割の増加が影響しているものと考えられる。 

滞納繰越の調定額についても、同様に新型コロナウイルス感染症による企業の財務状況の悪

化から、令和２年度から令和３年度までの滞納繰越が増加したと考えられる。直近では滞納繰

越は増加してきているが、収入歩合はほぼ横ばいとなっている。 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

令和６年度

令和５年度

令和４年度

令和３年度

令和２年度

調定額の趨勢比率の推移（令和２年度を基準）

現年課税 滞納繰越

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 5,280,683 5,702,176 6,067,774 6,374,616 6,750,754

 収入額 5,210,879 5,696,451 6,059,510 6,365,697 6,744,071

 収入歩合 98.68％ 99.90％ 99.86％ 99.86％ 99.90％

 滞
納
繰
越

調定額 36,064 37,404 12,796 14,274 16,685

 収入額 10,548 28,675 4,419 4,929 5,346

 収入歩合 29.25％ 76.66％ 34.53％ 34.53％ 32.04％
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４．未申告調査 

高崎市においては法人市民税の公平かつ適正な課税のため、申告書が申告期限までに提出さ

れない法人（未申告法人）や設立届出等が提出されていない法人（未登録法人）に対し、通知

文の発送、現地調査、県との合同調査などを実施している。 

調査対象は申告期限後 2か月を経過しても申告のない法人としている。 

調査方法は、まず文書による申告指導を行い、それでも未申告となった場合には現地調査を

実施する。現地調査後、営業実態があるにもかかわらず未申告の場合は均等割の決定を文書に

より通知している。 

 

 

（１）未申告調査 

令和６年度調査結果は以下のとおりである。 

※　判明件数は、申告書の提出､解散・休業届の提出､営業実態等が判明したもの 

 

 

 年間事務

 ７月 ・未申告調査の対象法人を抽出

 ８月 ・国税庁法人番号公表サイトで本店移転等の調査 

・代表者の給報等による情報収集 

・商業登記を取得し情報収集 

・市町村民税法人税割に係る課税標準額の通知から法人税の申告状況を確認 

・県調査より県の登録を確認 

・調査書の作成

 ９月～２月 ・税理士および法人へ電話による状況確認。事業活動を行っている場合は申告を

促す。休業、閉鎖、解散などの場合は届出を促す。 

・現地調査 

・申告慫慂通知の郵送 

・事業活動を行っている場合は均等割のみ決定

 ２月 ・結果報告

 調査対象件数 252 件

 判明件数※…（Ａ） 80件

 判明率 31.8％

 Ａのうち指導により申告があった件数 21件
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令和６年度調査結果内訳については以下のとおりである。 

※　①と③と④と⑤と⑦は令和６年度調査結果における判明件数（80 件）の内訳である。 

①　決定・・・・・・・・・市で税額を決める処分をしたもの 

②　除却・・・・・・・・・清算結了等により課税法人から除いたもの 

現地調査により法人としての活動が認められず行方不明なもの 

③　休業・・・・・・・・・法人としての活動を休止しているもので、届が提出されたもの 

④　閉鎖・解散・・・・・・本店移転等による廃止や、解散をしたもの 

⑤　申告あり・・・・・・・法人から申告書の提出があったもの 

⑥　処分保留・継続調査・・具体的な状況がつかめないため、継続調査としたもの 

⑦　処理不要・・・・・・・既に休業や閉鎖として登録されているが、一部未申告があるもの等 

 

なお、休業届が提出された場合は、現地確認等をすることなく休業として扱っている。ただ

し、休業期間中の事業年度については、県税事務所に法人県民税の申告実績があるかを確認

し、休業実態の把握を行っている。また、過去 3年間において、休業届が提出されたにもかか

わらず、事業が行われていることを確認した事例はないとのことであった。 

 

調査の概要は上記のとおりであるが、調査の内容について確認を行うため「令和６年度　法

人市民税に係る未申告法人調査の結果について」（以下「法人未申告調査書」という）を閲覧

した。 

　　市民税課担当者は、未申告となっている法人について「法人未申告調査書」に各法人の状況

や確認した内容を取りまとめ、総合的に判断した結果を上記の①から⑦の区分に当てはめてい

る。 

取りまとめられた「法人未申告調査書」を通査した結果、特段重要な不備となるような事項

は発見されなかった。 

また、未申告調査の結果として①の決定を行った未申告法人について、令和６年度中に納税

が行われたか確認を行った。 

 

 ①　決定※ 26件

 ②　除却 111 件

 ③　休業※ 16件

 ④　閉鎖・解散等※ 3件

 ⑤　申告あり※ 21件

 ⑥　処分保留・継続調査 61件

 ⑦　処理不要※ 14件

 合計 252 件
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以下は未申告調査の決定による調定額とその納税について確認した結果である。 

（単位：円） 

　 

上記より、納税通知書を送り、実際に納税を行う法人はおよそ 2割となっていることが分か

る（通知書の日付が２月２７日のものは令和７年度に納付されている可能性があるがここでは

確認していない）。 

 

 No 通知書日付 調定額 納税額 未納額

 　１ ９月３０日 180,000 180,000 0

 　２ ９月３０日 95,000 95,000 0

 　３ １１月２６日 120,000 0 120,000

 　４ １１月２６日 60,000 60,000 0

 　５ １１月２６日 120,000 0 120,000

 　６ １１月２６日 120,000 0 120,000

 　７ １１月２６日 120,000 120,000 0

 　８ １１月２６日 60,000 0 60,000

 　９ １１月２６日 115,000 0 115,000

 １０ １１月２６日 180,000 0 180,000

 １１ １２月２７日 120,000 0 120,000

 １２ １２月２７日 60,000 0 60,000

 １３ １２月２７日 120,000 0 120,000

 １４ １２月２７日 60,000 60,000 0

 １５ １月３１日 120,000 0 120,000

 １６ ２月２７日 120,000 0 120,000

 １７ ２月２７日 60,000 0 60,000

 １８ ２月２７日 120,000 0 120,000

 １９ ２月２７日 120,000 120,000 0

 ２０ ２月２７日 120,000 0 120,000

 ２１ ２月２７日 120,000 0 120,000

 ２２ ２月２７日 120,000 0 120,000

 ２３ ２月２７日 120,000 0 120,000

 ２４ ２月２７日 120,000 0 120,000

 ２５ ２月２７日 90,000 0 90,000

 ２６ ２月２７日 90,000 0 90,000

 合計 2,850,000 635,000 2,215,000

 割合 100％ 22％ 78％
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未申告法人について課税の決定をされた法人が実際に納税を行うケースは少数であった。一

見、当該業務における課税決定とその納税の関係からすると業務の効率性やその効果が低いと

も言える結果が確認された。 

しかしながら、未申告調査によって、法人がどのような状態になっているかを区分しておく

ことは次年度以降の業務負担の軽減が期待され、未申告法人に対して調査を行ったという事実

が課税の公平性を担保しているものであるとすれば、今後も継続的に行うことが期待される業

務である。 

未申告法人に対する調査を行うに際して、各担当者は「法人未申告調査書」に、各法人の現

地調査を行った結果や電話等でのヒアリングの結果を記載し、総合的に法人の状況を判断して

いる。最終的に各法人への今後の対応をどのように行ったかの判断過程及び結果を確認する資

料としては「法人未申告調査書」のみとなっている。 

そのため、「法人未申告調査書」にて調査の結果としてどのような確認を行った結果、どの

ような判断に至ったということについての記載があることが望ましいが、一部の調査書には判

断のための過程と結果の記載がないものがあった。 

また、当該調査書には調査担当者による確認欄が設けられているが、記入は行われていなか

った。 

 

 

（２）未登録調査 

設立届出等が提出されていない法人（未登録法人）に対して、令和６年度においては以下の

方法で手続きが行われている。 

①　県税事務所に提出のあった法人設立届からの捕捉 

県税事務所に提出のあった法人設立届から、高崎市に設立届が提出されていない法人に対

して、通知により法人設立届の提出を促している。（毎月） 

 

【法人設立届からの捕捉の結果】 

※　判明件数は、申告書の提出､解散・休業届の提出､営業実態等が判明したもの 

 

 

 【意見２】未申告調査書の記載について 

　未申告法人に対する調査については、課税の公平性の観点からその手続きに関して、判断過

程、結果等について慎重かつ適切に行われるべき重要な手続きである。 

よって、その調査を行った担当者は調査書に確認の押印又は署名等を行うことによりその責

任の所在を明らかにし、調査先ごとに判断過程と結論を記載する必要があると考える。

 調査対象件数 38 件

 判明件数 21 件

 判明率 55.3％
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②　大型商業施設等を対象にした調査 

県税事務所と共同で大型商業施設等を対象とした調査により、法人設立届の提出のない法

人を捕捉し、通知により事業活動の状況確認や設立届の提出を促している。 

 

【大型商業施設等を対象にした調査の結果】 

※　判明件数は、申告書の提出､解散・休業届の提出､営業実態等が判明したもので、当該商業施　

設のテナントの件数と一致している。 

※　63件のうち、すでに登録があった法人と課税対象外の事業所が 62件。その他の 1件は、設

立届提出の勧奨通知後に法人から設立届が提出されている。 

 

以上、法人市民税については申告納付の手続きがとられていることから、法人側主導の制度と

なっている。地方自治体において、法人が新規事業所を設置したことや、新たに法人を設立した

等の情報についてすべてを把握することは極めて困難である。 

そのため、課税の公平性を担保するという観点からは未登録調査を行うことに意義があり、業

務の効率性とこれに対する効果を比較考量しながら、適当な範囲で当該調査を継続して行ってい

くことが今後も必要である。 

 

 調査対象件数 63件

 判明件数 63件

 判明率 100.0％
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NO３　固定資産税・都市計画税 

１．概要 

固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在で、市内に土地・家屋・償却資産（総称して

固定資産という）を所有している者に、その固定資産の価格をもとに算出される税額を固定資

産の所在する市町村が課するものである。 

都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充てるための目的税であ

り、課税区域に土地・家屋を所有している者に、固定資産税と同様に課するものである。 

なお、都市計画法による都市計画区域のうち市街化区域内に所在する土地及び家屋のほか、

高崎市では、都市計画区域区分が定められていない（線引きが行われていない）都市計画区域

であって条例で定められた区域に所在する土地及び家屋が対象となる。 

 

（１）納税義務者 

【対象資産と納税義務者】 

 

【納税義務者数】 

（単位：人） 

 

（２）税率 

固定資産税の税率は、高崎市市税条例により 1.4％（標準税率）としている。 

都市計画税の税率は、高崎市都市計画税条例により 0.25％としている。 

 

（３）税額の計算　 

固定資産税額：課税標準額×税率（1.4％） 

都市計画税額：課税標準額×税率（0.25％） 

原則として、固定資産課税台帳に登録された固定資産の価格（＝評価額）が課税標準となる

が、住宅用地のように課税標準の特例措置が適用される場合や、土地について税負担の調整措

置が適用される場合は、課税標準額は価格よりも低く算定される。 

 固定資産税の対象となる資産 納税義務者

 土地 登記簿又は土地（補充）課税台帳に所有者として登記

又は登録されている者

 家屋 登記簿又は家屋（補充）課税台帳に所有者として登記

又は登録されている者

 償却資産（都市計画税は対象外） 償却資産課税台帳に所有者として登録されている者

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 固定資産税 155,673 156,097 157,182 157,769 158,154

 都市計画税 96,948 97,395 97,727 97,852 97,914
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（４）課税対象外 

　同一名義人が所有する土地、家屋、償却資産について、課税標準額の合計が免税点の金額（土

地 30万円・家屋 20 万円・償却資産 150 万円（都市計画税を除く））に満たない場合には、課税

対象外となる。 

 

（５）非課税範囲（地方税法第３４８条各号に該当するもの） 

国・都道府県・市町村などの所有者の性格による非課税と固定資産の性格又は用途性による

非課税がある。 

例：学校法人が直接教育の用に供する固定資産 

 

（６）減免（高崎市市税条例第７１条各号に該当するもの） 

公益のために直接専用する固定資産などの理由により市長が必要と認めるもの 

例：広場及び公園で、市長と使用貸借契約をした土地 

 

（７）縦覧帳簿の縦覧制度 

固定資産税の納税者が、土地や家屋の縦覧帳簿により、高崎市内の土地や家屋の価格等を縦

覧できる制度（償却資産は除く）。自己の固定資産の価格が適正であるかどうかを他の固定資産

の評価と比較し確認するための制度である。 

なお、縦覧ができる人は、高崎市に固定資産税を納めている人で、縦覧期間は、例年、４月

１日から第１期の納期限までとしている。 

 

（８）固定資産課税台帳の閲覧制度 

固定資産税の納税義務者が、固定資産課税台帳のうち、自己の資産について記載された部分

を閲覧し確認することができる制度である。 

また、借地・借家人においても借地・借家対象物件について、固定資産課税台帳の閲覧がで

きるが、借地・借家人が閲覧するためには、権利関係・権利対象物件を示す賃貸借契約書等が

必要となる。 

 

【縦覧閲覧者数】 

（単位：人） 

 

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 
縦覧者

土地 8　 12　 10　 4　 10

 家屋 7　 8　 4　 2　 9

 

閲覧者

土地 376　 503　 421　 467　 455

 家屋 252　 347　 301　 298　 342

 償却資産 55　 51　 48　 48　 37
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（９）宛名管理 

固定資産税・都市計画税の納税義務者を登記簿等に基づき決定し、賦課を確定させることを

目的とする。権利の異動等が行われた場合、法務局より登記済通知書が回付され、その内容を

基に宛名の設定を行う。 

令和２年度税制改正により固定資産税の現所有者の申告が義務化され、登記簿上の所有者が

死亡した場合に相続人などの新たな所有者（現所有者）となった者から現所有者であることの

申告を受け、相続登記がされるまでの間、固定資産税（補充）課税台帳上の所有者を変更する。 

納税通知書等の送付先は、住民基本台帳登録住所に送付することを基本とし、登録住所以外

に送付する必要がある場合には、納税管理人や送付先の設定を行っている。 

 

（１０）土地評価事務 

①　目的 

地方税法及び固定資産評価基準に基づき、固定資産税・都市計画税に係る課税客体を正確

に把握・評価することにより、適正かつ公平公正な課税を行う。 

 

②　土地評価の概要 

土地の評価は、次に掲げる土地の地目別に、それぞれ、固定資産評価基準に定める評価の

方法によって行う。この場合における土地の地目の認定に当たっては、当該土地の現況及び

利用目的に重点を置き、部分的に僅少の差異の存するときであっても、土地全体としての状

況を観察して認定する。 

・田　・畑　・宅地　・鉱泉地　・池沼　・山林　・牧場　・原野　・雑種地 

 

各筆の土地の価格を求める場合に用いる地積は、原則として、登記簿に登記されている土

地については登記簿に登記されている地積によるものとし、登記簿に登記されていない土地

については現況の地積によるものとする。 

 

ア　価格 

固定資産の評価は、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づいて行われ、市町村長が

その価格を決定し、固定資産課税台帳に登録される。なお、宅地の評価は、地価公示価格

等の７割を目途に算定する。 

 

イ　課税標準額 

原則として、固定資産課税台帳に登録された価格が課税標準となる。しかし、住宅用地

のように課税標準の特例措置が適用される場合や、税負担の調整措置が適用される場合は、

課税標準額は価格よりも低く算定される。 
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ウ　具体的な評価の流れ 

登記異動等があった場合、航空写真を活用したＧＩＳ（地理情報システム）での確認を

行ったうえ、必要に応じて現地調査を行う。現況地目、隣接地と一体で利用されているか

等の画地認定、その土地に関連する高低差や水路の有無等の様々な要因を確認する。また、

新たに固定資産税の課税対象となった土地や地目の変更などによって基準年度の価格によ

ることが適当ではない場合は、最新の土地の利用状況を課税に反映させている。なお、評

価を変えることが適当でない場合においては、評価替え年度に向けて引継ぎを行い、評価

替え時に見直しを行っている。 

 

③　実績 

【登記異動処理数】 

（単位：件） 

※　「権利」の異動は、ＧＩＳで現況を調査確認し、変更がない場合は現地調査を省略する。 

※　「表示」（分筆、合筆、地目変更、地積更正など）の異動は、全て実地調査を行う。 

 

（１１）宅地の評価方法・評価替え等 

①　宅地の評価方法 

宅地の評価は、各筆の宅地について評点数を付設し、当該評点数を評点一点当たりの価格

に乗じて各筆の宅地の価額を求める方法により行う。 

各筆の宅地の評点数は、主として市街地的形態を形成する地域における宅地については「市

街地宅地評価法」によって、主として市街地的形態を形成するに至らない地域における宅地

については、「その他の宅地評価法」によって付設される。 

市街地宅地評価法（路線価方式）は、用途地区の区分・状況類似地域の区分・主要な街路及

び標準宅地の選定を経た価格を比準して、路線価が設定される。 

その他の宅地評価法（標準宅地比準方式）は、状況の類似する地区ごとに標準宅地を選定

し、その適正な時価（地価公示価格等の 7割を目途）に比準して、各筆を評価する。 

 

②　評価替え 

土地・家屋の価格は、原則として 3 年ごとの基準年度（直近では令和６年度がこれに当た

る）に評価替えを行い、基準年度の翌年度（第二年度）、翌々年度（第三年度）は、基準年度

の価格をそのまま用いる。ただし、第二・第三年度において、新たに固定資産税の課税対象

となった土地や土地の地目の変更などによって基準年度の価格によることが適当ではない場

合は、新たに価格を決定する。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 権利 17,493 17,350 17,645 19,600 19,855

 表示 10,182 10,750 8,964 6,941 6,572
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③　下落修正 

固定資産（土地）の価格については、基準年度の価格を 3年間据え置くこととされている

ものの、価格調査基準日以降の下落分を反映させるため７月１日時点の価格を活用して算出

した修正率を基に時点修正を実施する。 

 

④　実績 

令和６年度の高崎市における標準宅地数、路線数及び時点修正鑑定地点数 

・標準宅地数　1,222 地点 

・路線数　18,084 点【令和６年１月１日時点】 

・時点修正鑑定地点数　1,158 地点（標準宅地から地価調査基準地との重複地を除く） 

 

（１２）家屋評価事務 

①　目的 

地方税法及び総務大臣が定める固定資産評価基準に基づき、固定資産税・都市計画税に係

る課税客体を正確に把握・評価することにより、適正かつ公平公正な課税を行う。 

 

【家屋の定義】 

家屋とは、一般的に、住宅、店舗、事務所、病院、工場、倉庫等の建物をいい、固定資産税の

課税客体となる家屋は、不動産登記法に定める建物と同意義であり、登記簿に登記されるべき

建物をいう。 

 

【建物の認定要件】 

 

 

 土地への定着性 建物が物理的に土地に固着して永続的に土地に定着して使用されている

こと。

 建物の強度性 構造上ある程度の強度を有し、１個の不動産として認識され得るに足る程

度の耐用年数を有するものであること。

 外気分断性 建物の内部に外気が自由に出入りすることを防止するための屋根や周壁

等が存在すること。

 建物の用途性 建物が本来の目的（居住・作業・貯蔵等）を有し、その目的とする用途に

見合った一定の利用空間が確保されていること。
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②　家屋評価の概要 

・固定資産評価基準に基づき行う。 

・木造家屋・非木造家屋の区分に応じ、評価の対象となる家屋と同一のものを、評価の時

点において新築するとした場合に必要となる建築費（再建築価格）について、屋根、外

壁、天井、建築設備等の部分別に評点数を合計し算出する。 

・再建築価格に、建築後の経過年数により生じる損耗状況による減点補正を行い、価格を

算出する。 

・建物登記済通知や未登記家屋変更申請等に基づき、家屋の所有者や内容等について課税

台帳の異動処理を行う。 

・調査対象家屋を地域別に区分し、2 人から 3 人程度の調査班を 6班体制により市内全域

の調査を行う。 

・延床面積 400 ㎡以上の非木造家屋については、原則、群馬県（高崎行政県税事務所）が

評価を行う。 

 

③　実績 

【新増築・滅失家屋調査棟数】 

（単位：棟） 

 

【登記異動処理数】 

（単位：件） 

 

（１３）償却資産事務 

①　目的 

納税義務者から提出された償却資産申告書をもとに課税標準額を算定、償却資産課税台帳

を作成し、適正かつ公平公正な課税を行う。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 
木造

新増築 1,636 1,697 1,717 1,618 1,472

 滅失 1,317 1,401 1,315 1,436 1,445

 
非木造

新増築 402 388 385 372 395

 滅失 443 416 410 404 415

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 権利 4,272 4,720 5,118 5,412 5,757

 表示 3,239 3,327 3,483 3,431 3,297
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【納税義務者数・課税標準額】 

（単位：人、千円） 

※　課税標準額は、免税点以上の合計 

 

②　償却資産課税の流れ 

ア　申告案内・申告受付（書面申告・電子申告共通） 

・納税義務者に償却資産申告書や種類別明細書、申告案内はがきを送付する。 

・納税義務者等から、償却資産申告書や種類別明細書が、書面又は電子申告 

（ｅＬＴＡＸ）で提出される。 

イ　申告内容の確認（書面申告の場合） 

・書面にて提出された償却資産申告書や種類別明細書の内容を償却資産課税台帳 

（ｅ－ＳＵＩＴＥ）の内容と突合し、増加資産・減少資産を確認する。 

ウ　償却資産課税台帳の加除修正（書面申告の場合） 

・償却資産課税台帳に、増加資産や減少資産を加除修正する。 

エ　申告データの連携（電子申告の場合） 

　　　　・電子申告による申告データを償却資産課税台帳へ取り込む。償却資産申告書・種類別明

細書を印刷し、取り込まれているか確認する。 

オ　課税標準額及び税額の算定（書面申告・電子申告共通） 

・入力（取込み）情報に基づき、課税標準額を算定するとともに、税額を算定する。 

 

③　実地帳簿調査（申告内容調査） 

市内の事業者のうち、年度ごとに任意の業種を選定し、事業者の固定資産台帳と償却資産

課税台帳を照合する帳簿調査を実施する。 

 

【調査実績数】 

（単位：件、円） 

※　令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し未実施 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 納税義務者 12,423 11,823 12,420 12,541 12,642

 課税標準額 380,819,067 388,651,808 413,887,147 405,761,578 415,868,806

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 対象件数 0 5 6 9 1

 調査による更正税額 0 254,800 0 368,700 △5,353,000
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④　実態把握調査（未申告調査） 

申告期限までに申告がなかった事業者に対して、年 1回（６月）、催告書をはがきで送付す

る。その後、催告書の返戻状況、法人情報等を確認する。 

 

【催告書の件数】 

（単位：件） 

 

【未申告調査の件数】 

（単位：件） 

※　未申告かつ催告書が返戻となった納税義務者で事業の実施状況が把握できないものについて、

訪問調査を実施する。 

 

（１４）価格に対する審査の申出 

固定資産の価格に不服がある場合には、納税通知書を受け取った日から 3か月以内に、文書

で固定資産評価審査委員会に対して審査を申し出ることができる。 

審査申出は、市民税課に行う。 

 

①　固定資産評価審査委員会の運営（所管課・事務局：市民税課） 

ア　固定資産評価審査委員会は、固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査

決定するため、法律に基づき設置された中立的・専門的な第三者機関で、公平、中立的

な立場から固定資産の価格が適正に評価されたものであるかどうかについて、審査を行

う。 

イ　市民税課長、税制担当係長及び担当者が書記に任命され、委員会の運営を行う。 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 送付件数 1,072 1,026 1,121 1,208 1,184

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 対象件数 74 59 51 57 66

 うち実際訪問数 29 24 32 22 32
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②　実績 

ア　審査申出及び会議開催状況 

（単位：件） 

 

イ　固定資産評価審査委員会委員 

・市の非常勤職員（地方自治法第１８０条の５第５項） 

・市議会の同意を得て、市長が選任（地方税法第４２３条第３項） 

・任期：3年（地方税法第４２３条第６項） 

・委員の構成（令和７年３月３１日時点） 

 

 

（１５）納期限 

・第１期:　４月３０日 

・第２期:　７月３１日 

・第３期:　９月３０日 

・第４期:１２月２５日 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 
申
出

受理 0 2 0 0 2

 却下 0 0 1 0 0

 取下 0 0 0 0 0

 
審
査

棄却 0 2 0 0 1

 一部認容 0 0 0 0 1

 全部認容 0 0 0 0 0

 審
査
方
法

書面審理 0 2 0 0 2

 
口頭審理 0 0 0 0 0

 会議開催数 0 2 0 0 2

 職名 職業 当初選任日 任期満了日

 委員長 弁護士 令和元年１１月　１日 令和７年１０月３１日

 委員 商工業 令和２年　５月２１日 令和８年　５月２０日

 委員 元農業協同組合理事 令和３年　３月２６日 令和９年　３月２５日
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（１６）納付方法 

・現金納付（市の窓口、金融機関、コンビニエンスストア） 

・口座振替 

・ペイジー 

・クレジット 

・スマホアプリ 

 

２．課税事務 

 

 

 月例事務

 ・固定資産の実地調査（登記済通知書等の異動処理） 

・固定資産の評価（登記済通知書等の異動処理） 

・住宅用家屋証明書、土地家屋現況図等の交付に関する事務 

・税額更正、収納更新に関する事務 

・納税義務代表者・現所有者の申告受付 

・相続税法第５８条通知の処理

 年間事務

 ４月 ・土地家屋縦覧帳簿の縦覧に関する事務 

・固定資産税、都市計画税納税通知書の発送

 ５月 ・概要調書の作成（県報告関係） 

・下落修正の結果に関する調書の作成（県報告関係） 

・納税通知書の返戻調査

 ６月 ・納税通知書の返戻調査 

・償却資産申告書の催告はがき発送

 ７月 ・標準宅地の鑑定評価委託契約

 ８月 ・法務局の地図作成作業に伴う土地の異動処理 

・国土調査に伴う土地の異動処理 

・区画整理事業に伴う土地の異動処理

 ９月 ・評価変動割合調書の作成（県報告関係）

 １２月 ・急傾斜地、土砂災害警戒（特別警戒）区域の土地調査

 １月 ・精通者価格調査（税務署関係） 

・償却資産申告受付

 ２月 ・償却資産申告内容の審査・評価
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３．調定額及び収入額の推移　 

（１）固定資産税の現年課税及び滞納繰越別の推移 

（単位：千円） 

 

（２）都市計画税の現年課税及び滞納繰越別の推移 

（単位：千円） 

 

４．納税通知書発送数・返戻数・公示送達数一覧 

（単位：件） 

 

 

 ３月 ・標準宅地の鑑定評価書の受領 

・固定資産の価格決定

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 25,727,231 24,907,663 26,195,185 26,449,283 26,733,424

 収入額 25,581,951 24,858,385 26,144,423 26,410,913 26,687,006

 収入歩合 99.44％ 99.80％ 99.81％ 99.85％ 99.83％

 滞
納
繰
越

調定額 195,843 186,529 52,566 90,840 73,760

 収入額 99,964 140,403 5,799 26,318 21,159

 収入歩合 51.04％ 75.27％ 11.03％ 28.97％ 28.69％

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 3,014,598 2,922,407 3,042,252 3,084,687 3,100,165

 収入額 2,997,575 2,916,625 3,036,357 3,080,212 3,094,782

 収入歩合 99.44％ 99.80％ 99.81％ 99.85％ 99.83％

 滞
納
繰
越

調定額 109,861 108,601 92,911 43,724 23,314

 収入額 11,713 16,473 40,317 12,668 6,688

 収入歩合 10.66％ 15.17％ 43.39％ 28.97％ 28.69％

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 納税通知書発送数 

（Ａ）
155,228 155,624 156,795 157,375 157,670

 返戻数 516 529 550 574 495

 再発送による到達数 446 452 458 479 410

 公示送達数（Ｂ） 70 77 92 95 85

 公示送達割合 

Ｂ÷Ａ
0.05％ 0.05％ 0.06％ 0.06％ 0.05％



63 

 

返戻となった納税通知書は、宛名の調査（相続人調査、法人登記簿での代表取締役の住所調

査、国税庁の法人番号公表サイト等での法人の住所調査、現地調査等）を行い、送達を完了さ

せる。それでも未達となる納税者については、公示送達として取り扱い、課税の効力を生じさ

せる。 

未達となる事由は、市外在住者の転居、法人の破産等による宛先不明、海外への転出、本人

死亡等が挙げられる。 

納税通知書発送数に占める公示送達数の割合は、令和２年度から令和６年度の間は 0.05％か

ら 0.06％で推移している。 

 

５.更正の実績 

（単位：件） 

①　償却資産申告・・・・・償却資産申告の遅延、訂正等による更正 

②　賦課替えによる・・・・死亡者課税による納税義務者の変更等 

③　市税条例による減免・・生活保護の開始や廃止、重度障害、火災等 

④　滅失・・・・・・・・・家屋の取壊し等 

⑤　住宅用地認定誤り・・・家屋の滅失に伴う住宅用地認定の更正等 

⑥　その他・・・・・・・・地積変更(土地）、床面積変更（家屋）、大臣配分通知（償却）等 

 

６．法令等 

・地方税法 

・高崎市市税条例 

・高崎市都市計画税条例 

・高崎市固定資産税等減免要綱 

・固定資産評価基準 

・事務処理要領 

　 

７．課題 

紙ベースでの管理や手作業による処理等が多い。システム導入や運用のコスト負担などの理

由により、ＤＸ化が遅れている。 

 

 更正の事由 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 ①　償却資産申告 284 258 286 322 398

 ②　賦課替えによる 199 177 181 195 156

 ③　市税条例による減免 194 203 207 234 232

 ④　滅失 13 13 11 8 11

 ⑤　住宅用地認定誤り 15 16 13 15 14

 ⑥　その他 109 98 125 85 81
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８．執行方針 

公正・公平な課税のため、実地調査や関係機関等からの資料に基づき、定期的かつ適切な評

価を行い、適正課税を推進する。 

 

９．監査結果 

高崎市では土地家屋の異動等について航空写真を活用したＧＩＳシステムでの確認を行って

いるが、当該確認は異動等の前後の航空写真を担当者の目視による確認にて行われている。他

の自治体においてはＡＩの導入による異動状況の判読を行うといったデジタル技術の導入を行

っており、高崎市においてもＡＩを利用した技術を導入することにより、職員の負担軽減及び

現地調査といった作業への注力による公正かつ公平な課税の実現に努めることが望まれる。 

 

 

償却資産の申告内容の確認について、書面提出の場合、提出された償却資産申告書や種類別

明細書の内容と償却資産課税台帳（ｅ－ＳＵＩＴＥ）を突合し、資産の増減を確認している。

一方、電子申告（ｅＬＴＡＸ）の場合は、償却資産課税台帳（ｅ－ＳＵＩＴＥ）に取り込んだ申

告データと出力した申告書等を突合し、市税システムへの反映状況を確認している。 

ｅＬＴＡＸを利用した電子申告の場合には、ｅＬＴＡＸによる申告データを市税システムへ

連携させることが出来ることから、基本的には書面提出の場合に比べて業務効率が図られるも

のの、電子申告の一割程度については市税システムとの連携に不具合が生じる場合があり、そ

の場合には書面提出の場合と同様に市税システムへ入力を行い、申告書の内容と市税システム

の内容の突合を行っているとのことであった。連携に不具合が生じるケースとしては「利用届

出の変更（申告先税目）がなされていない」など、納税者側の利用手順の不備等によるものの

ほか、原因が不明なものもある。高崎市ではホームページ上の「ｅＬＴＡＸによる市税の申告

等について」において「ｅＬＴＡＸのホームページ」及び「よくある質問」のリンクを貼るこ

とにより申告者への周知を図っているとのことであるが、データ連携の不具合の要因となる事

項に関する注意を促すといった具体的な内容の周知を行うことによる課税業務の効率化の検討

が望まれる。 

 

 

 【意見３】異動等調査におけるＡＩ導入について 

　土地家屋の異動等の確認において、ＡＩを利用した技術を導入することにより、職員の負担

の軽減が図られるとともに現地調査などの作業への注力が可能となることから、より公正かつ

公平な課税の実現に資するものと考える。

 【意見４】償却資産申告内容の確認について 

　ホームページ上で「ｅＬＴＡＸのホームページ」及び「よくある質問」のリンクにより申告

者への周知を図っているが、データ連携の不具合の要因となる事項に関する注意を促すといっ

た具体的な内容の周知を行うことによる課税業務の効率化の検討が必要であると考える。
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償却資産の実地調査件数は令和２年度から令和６年度まで、0件（新型コロナウイルス感染症

の影響を考慮し未実施）、5件、6件、9件、1件となっており、各年度で調査件数のばらつきが

ある。新型コロナウイルス感染症の影響により未実施であった令和２年度を除くとおおむね５

件程度の実施となっているが、令和６年度は１件と実地調査件数は過年度と比較して著しく少

ない件数となっている。実地調査について担当者へヒアリングしたところ、各年度で対象とな

る業種を選定して実施しており、最低実施件数等は特に設けていないとのことである。令和６

年度の実地調査件数が 1件となった理由についても償却資産の担当は 2人体制であり、実地調

査対象先が償却資産を多数保有していたこと等から調査に時間を要したためであるとの回答で

あった。償却資産に関する実地調査を担う人員の拡充により、各年度で一定件数の実地調査を

実施し、公正かつ公平な課税の実現に努めることが望まれる。 

 

 

固定資産評価審査委員会委員について、高崎市市税条例第７８条によりその設置に関して規

定され、同第７９条により委員の定数（3人）について規定されている。これは上位規定である

地方税法第４２３条第１項及び第２項に沿ったものである。なお、同条第３項において「固定

資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務がある者又は固定資産

の評価について学識経験を有する者のうちから、当該市町村の議会の同意を得て、市町村長が

選任する。」と規定されているが、現在の高崎市の固定資産評価審査委員 3 人の職業はそれぞ

れ、弁護士、商工業者、元農業協同組合理事となっており、固定資産評価に関する知識に関し

ては委員選任後に研修により補っているとのことであった。 

固定資産評価審査委員会委員に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

都市計画税は、都市計画事業及び土地区画整理事業に要する費用に充てるために市町村が課

することができる税目であり、その制度は地方税法第７０２条から第７０２条の８に規定され

ている。これらの法令規定を根拠として、高崎市においては「高崎市都市計画税条例」を定め、

同条例において都市計画税の税率、納税義務者など具体的な取扱いを規定している。 

また、高崎市都市計画税条例施行規則第２条において、都市計画税の賦課徴収のために必要

な手続等は固定資産税の規定の例によることとし、当該規定の手続等に併せて行うものとする

とされており、都市計画税の減免も固定資産税の規定に準じて実施されている。 

都市計画税の課税標準は、固定資産税の課税標準となるべき価格をいう（地方税法第７０２

条第２項、高崎市都市計画税条例第２条第２項）とされていることから、都市計画税の課税標

準を別途算定するということはなく、ｅ－ＳＵＩＴＥの固定資産税の課税標準に関する情報を

そのまま用いて都市計画税の税額の算定を行っている。したがって、都市計画税の税額計算の

オペレーションとしては、ｅ－ＳＵＩＴＥ上の固定資産税のモジュールの中で、不動産が都市

 【意見５】償却資産の実地調査について 

　償却資産に関する実地調査を担う人員の拡充により、各年度で一定件数の実地調査を実施し、

公正かつ公平な課税の実現に努めることが必要であると考える。
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計画税の課税対象となっているか否かの選択をするだけで完了する。 

　 

 

都市計画税は、市街化区域内等に所在する土地・家屋に課税対象が限定されていることから、

区域外の資産との間で負担の均衡が図られているのかという観点で、一般的に住民から疑問が

呈される可能性がある税目であると考えられる。また、納税通知書においては固定資産税と併

せて記載される取扱いとなっているため、都市計画税が独立した税目として有する本来の趣旨

や役割が住民に十分認識されにくい状況にあり、これが結果として都市計画税に対する納税意

識の醸成を妨げる要因の一つとなっているものと考えられる。 

高崎市では、年度ごとに「主要施策の成果等に関する説明書」という冊子を作成し、その中

で都市計画税の使途についての記載を行っている。下記は令和６年度の「主要施策の成果等に

関する説明書」に記載されている内容である。 

 

※　令和６年度（２０２４年度）「主要施策の成果等に関する説明書」17 項より抜粋 

 【意見６】固定資産税・都市計画税各種データの自動連携化について 

都市計画税特有の追加的な事務は多くないものの、減免申請書の受付やシステムへの手入力

など、依然として紙ベースでのマニュアル作業に依拠している点は、固定資産税・都市計画税

に共通する課題である。 

今後は、各種データの自動連携を活用した業務プロセスの効率化と情報精度の向上を図るこ

とが必要であると考える。

 ・都市計画税 

「都市計画法」に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税

であり、以下の使途に充当した。 

（単位：千円） 

 
区　 　分 令和６年度

財　　　　源　　　　内　　　　訳

 国県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

 
街　　　路 355,663 61,422 152,500 141,741

 
公　　　園 1,167,487 24,090 69,900 126,129 947,368

 
下　水　道 2,440,612 2,440,612

 
区 画 整 理 485,283 95,191 66,400 11,524 312,168

 
再　開　発 710,585 338,357 21,000 71 351,157

 そ の 他 の 

都 市 計 画
1,237,878 84,803 105,200 279,628 768,247

 
合　　　計 6,397,508 603,863 415,000 417,352 4,961,293

 うち 

都市計画税
3,101,470
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この冊子は、市役所本庁舎の 1階にある市民情報センターで閲覧可能であるとのことである

が、住民に広く情報を周知し、都市計画税の理解の促進や納税意識の向上を図る観点から、市

のホームページ上で掲載することも検討されるべきと考える。 

 

 

 

 【意見７】都市計画税の使途についての情報発信について 

都市計画税は特定の事業に充当される目的税であることから、その使途について住民に対し

適切に情報提供し、税負担の理解を得ることが求められる。その観点から、市民情報センター

での閲覧提供に加え、市のホームページ上に当該説明書の内容を掲載するなど、情報発信の充

実を図ることが必要であると考える。 

また、まれではあるものの一部の自治体では、都市計画税の使途について、街路や公園事業

のうちの個別の事業名を記載している例も見られるので参考にされたい。
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NO４　軽自動車税 

１．概要 

軽自動車税（種別割）は､軽自動車等を所有している者（所有権留保付売買の場合は使用者）

に対して、当該軽自動車等の主たる定置場の所在する市町村が課すものである｡課税事務の主な

内容は以下のとおりである｡ 

・毎年４月１日現在､軽自動車等を所有又は使用している者に対する賦課 

・原動機付自転車･小型特殊自動車の標識(ナンバープレート)の交付(標識交付申請)及び標識

返納(廃車申告)の受付 

・減免申請書等の受付 

・納税通知書返戻者に係る宛先等調査 

市外分：関係自治体への住民登録状況の照会 

市内分：庁内関係課の情報に基づく宛先調査訪問による居住実態調査 

・転出者や死亡者名義車両の所有世帯に対する名義変更等の案内 

・所有者に対する制度や納税についての広報 

・制度改正への対応 

 

（１）課税対象となる軽自動車等 

軽自動車、原動機付自転車、二輪の小型自動車、小型特殊自動車 

 

（２）軽自動車税の種類 

令和元年１０月１日（令和２年度課税）から､軽自動車税に｢環境性能割｣が創設され､従来の

軽自動車税は｢種別割｣という名称に変更となった｡ この改正に伴い､軽自動車税は｢環境性能

割｣と｢種別割｣の 2つで構成されることになった｡ 

なお、「環境性能割」も市税であるが、当面の間、群馬県が賦課徴収事務を行う。 

 

（３）軽自動車税（種別割） 

①　納税義務者 

毎年４月１日現在､軽自動車等の所有者（所有権留保付売買の場合は使用者） 

②　税率･税額 

車両の種類や新規登録の年度、燃料の種類により異なる 

③　課税対象外 

・公用又は公共の用に供する軽自動車等 

・日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事業の用に供する救急用の

もの 
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④　減免対象 

・公益のため直接専用する軽自動車等 

・構造上身体障害者の利用に専ら供する軽自動車等 

・生活保護法の規定による生活扶助を受ける者が所有する軽自動車等（１台に限る。） 

・天災その他特別の事情により減免を必要とする者の所有する軽自動車等 

・身体障害者等が日常生活のために運転又は同乗する軽自動車等 

 

（４）納期限 

・５月３１日 

 

（５）納付方法 

・現金納付（市の窓口、金融機関、コンビニエンスストア） 

・口座振替 

・ペイジー 

・クレジット 

・スマホアプリ 

 

（６）その他 

・自動車税（種別割）と異なり､年度途中の譲渡や廃車による月割課税なし 

・所有権移転､定置場変更等に伴う課税台帳への登録及び廃止を通年で随時処理 

 

２．課税事務 

（１）課税事務の流れ 

 

   通年事務

 ○随時事務 

・軽自動車税申告書受付、入力 

・軽自動車検査情報市町村提供システム（Ｊ－ＬＩＳ）確認 

・軽二輪、小型二輪の運輸支局への照会 

・警察や他市町村からの問い合わせ対応 

・納税通知書返戻調査 

・車検用納税証明書発行、問い合わせ対応 

・臨時運行許可（仮ナンバー）に関する業務 

○月次事務 

・例月調定
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（２）課税調査実績 

①　納税通知書返戻者に係る宛先等調査（令和６年度） 

（単位：件） 

 

②　転出者､死亡者に係る名義変更等の案内 

転出者､死亡者に係る名義変更等を促す通知を送付する。（随時実施） 

 

（３）法令等 

・地方税法 

・道路交通法 

・道路運送車両法 

・高崎市市税条例 

 

 年間事務

 ４月 ・軽自動車税（種別割）賦課 

・継続減免、生保減免決定 

・納税通知書発送準備

 ５月 ・軽自動車税（種別割）納税通知書発送 

・納税通知書返戻調査及び処理 

・新規減免、公益や構造減免の受付

 ６月 ・納税証明書発送 

・新規減免決定通知書発送

 ７月 ・納税通知書返戻調査及び処理 

・公示送達

 ８月 ・納税通知書返戻調査及び処理 

・公示送達 

・軽自動車税（種別割）審査請求期限

 １２月 ・廃車の手続きに関する広報案作成

 １月 ・減免状況照会調査

 ３月 ・軽自動車税に関する広報案作成 

・当初賦課準備

 調査で宛先が判明したことにより送達できた件数 264

 宛先不明により公示送達した件数 127

 合計 391
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３．軽自動車税の推移 

（１）調定額及び課税標準（台数）の推移 

①　調定額 

（単位：千円） 

 

②　課税標準 

（単位：台） 

※　滞納繰越分は含まない 

 

（２）現年課税及び滞納繰越別の推移 

①　種別割 

（単位：千円） 

      

②　種別割＋環境性能割 

（単位：千円） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 1,051,367 1,082,897 1,146,789 1,176,151 1,221,568

 うち種別割 1,016,524 1,045,327 1,082,274 1,114,230 1,142,885

 うち環境性能割 34,842 37,571 64,515 61,922 78,683

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 課税標準 139,666 141,013 142,941 144,484 146,599

 うち種別割 137,720 138,909 139,763 141,670 142,940

 うち環境性能割 1,946 2,104 3,178 2,814 3,659

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 990,334 1,026,895 1,067,438 1,102,877 1,132,222

 収入額 984,054 1,021,691 1,063,622 1,098,374 1,127,819

 収入歩合 99.37％ 99.49％ 99.64％ 99.59％ 99.61％

 滞
納
繰
越

調定額 26,190 18,432 14,837 11,353 10,664

 収入額 7,804 4,660 4,324 2,102 2,466

 収入歩合 29.80％ 25.28％ 29.14％ 18.51％ 23.12％

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 1,025,177 1,064,465 1,131,952 1,164,799 1,210,904

 収入額 1,018,897 1,059,262 1,128,136 1,160,296 1,206,502

 収入歩合 99.39％ 99.51％ 99.66％ 99.61％ 99.64％

 滞
納
繰
越

調定額 26,190 18,432 14,837 11,353 10,664

 収入額 7,804 4,660 4,324 2,102 2,466

 収入歩合 29.80％ 25.28％ 29.14％ 18.51％ 23.12％
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４．課題 

軽自動車税賦課業務における課題は、手書きによる申告書が多いため、数字やアルファベッ

トの誤認識が多い。さらに、その申告書を入力するのは手入力であるため入力ミスが起きてし

まう。また、排気量 125cc 超の二輪車の登録は群馬運輸支局で、軽自動車の登録は軽自動車検

査協会であり、登録と賦課が別のため申告漏れや誤申告、情報管理の不備に繋がる可能性があ

る。 

 

５．執行方針 

公平かつ円滑な賦課業務運営を行い、納税者への啓発活動を充実させ、市民サービス向上に

努める。 

      

６．監査結果 

抽出されたサンプルをもとに監査を行ったところ、管理体制や税額計算に対し、特段指摘及

び意見すべき事項はなかった。 
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NO５　市たばこ税 

１．概要 

（１）納税義務者 

たばこ税は、製造たばこの製造者、特定販売業者又は卸売販売業者（以下「卸売販売業者等」）

が製造たばこを小売事業者に売り渡す場合において、その売渡しに係る製造たばこに対して課

税される税であり、その小売販売業者の営業所所在地の市町村において、その売渡しを行う卸

売販売業者等に課されるものとなっている（卸売販売業者が卸売販売業者等へ売り渡した製造

たばこについては課税の対象とはならない）。また、卸売販売業者等が製造たばこにつき、卸売

販売業者等及び小売販売業者以外の者（以下「消費者等」）に売渡しをし、又は消費その他の処

分（以下「消費等」）をする場合においては、その売渡し又は消費等に係る製造たばこに対し、

その卸売販売業者等の事務所又は事業者でその売渡し又は消費等に係る製造たばこを直接管理

するものが所在する市町村において、その卸売販売業者等に課される。 

 

（２）税率 

たばこ税の課税標準は、卸売販売業者等又は消費者等の売渡し又は消費等に係る製造たばこ

の本数となっている。税率は、1,000 本につき、以下のとおりである。 

（単位：円／1,000 本） 

 

令和７年３月現在で高崎市は、卸売販売業者等が販売したたばこ 1,000 本につき、6,552 円

を課税することになる。 

 

過去 5年間の高崎市における市たばこ税の調定額及び課税標準は以下のとおりである。 

※　手持ち品課税とは、卸売販売業者等又は小売販売業者が、新税率が施行される前に販売のた

めに所持している製造たばこに対して課税するもの。 

　 

監査手続きとして以下を行う。 

市たばこ税の課税標準と税率の関係から実際の調定額との比較を行い、重要な差額が発生し

ていないことを確認する。 

 税率改正の時期 道府県たばこ税 市町村たばこ税

 平成３０年１０月１日 930 5,692

 令和　２年１０月１日 1,000 6,122

 令和　３年１０月１日 1,070 6,552

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額（千円） 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 うち手持ち品課税 8,336 8,918 37 ‐ ‐

 課税標準（本数) 399,959,522 377,680,336 388,819,956 391,141,058 387,723,822

 うち手持ち品課税 19,386,728 20,740,126 85,579 ‐ ‐
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Ａ　令和２年１０月１日に税率改正があることから、改正前税率と改正後税率の平均とする。 

Ｂ　令和３月１０月１日に税率改正があることから、改正前税率と改正後税率の平均とする。 

 

計算の結果、令和２年度及び令和３年度については差額が発生しているが、これは税率が改

正されることに伴う駆け込み需要があったことにより、改正前の月では卸売販売数量が増加し、

改正後では卸売販売数量が減少していることによる影響であると考えらえる。 

 

　　下記は、年度ごとの月別たばこ売渡し数の推移のグラフである。 

 

　　 

上記グラフより令和２年度及び令和３年度の９月において税制改正による駆け込み需要があ

ったことが確認でき、１０月はその反動で卸売販売数量が減少していることが窺える。よって、

令和２年度と令和３年度におけるたばこ税の課税推定金額よりも実際の調定額が少なくなって

24,000,000 

26,000,000 

28,000,000 

30,000,000 

32,000,000 

34,000,000 

36,000,000 

38,000,000 

40,000,000 

42,000,000 

44,000,000 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

年度ごとの月別たばこ売渡し数の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 ①　課税標準（本数) 399,959,522 377,680,336 388,819,956 391,141,058 387,723,822

 ②　税率(円) 5,907（Ａ） 6,337（Ｂ） 6,552 6,552 6,552

 ③　推定額①÷1,000

×②（千円）

2,362,560 2,393,360 2,547,548 2,562,756 2,540,366

 ④　調定額（千円） 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 ⑤　差額③－④ 

（千円）

126,200 10,543 △37 0 0
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いることには一定の合理性があるものと推測される。 

また、令和４年度から令和６年度については、課税推定金額と調定額に大きな乖離は生じて

いないことから、卸売販売数量が適切に申告されている限りにおいて適切な課税事務が行われ

ている。 

 

（３）申告方法、納税方法等 

市町村たばこ税は、卸売販売業者等が前月の初日から末日までの間における卸売販売数量を

記載した申告書により、毎月末までに申告納付することとされている。 

令和５年１０月１６日よりたばこ税についてもインターネットを利用したｅＬＴＡＸによる

電子申告・電子納付が開始されている。 

その他、申告期限の延長等の制度もあるが、高崎市へ申告納税している卸売販売業者等は利

用を行っておらず、前月に小売業者等へ売渡しされたたばこの本数について、当月に申告納付

が行われている（３月～２月までの卸売販売数量に基づいて申告納付されている）。 

 

２．課税事務 

（１）課税事務の流れ 

①　納税義務者から前月分納入申告書が郵送されてくるか、ｅＬＴＡＸでの申告の場合は、

申告データをダウンロードし、申告書を印刷している。ｅＬＴＡＸでの申告については全

体の 3分の 2ほどとなっており、紙での申告と電子申告の両方が存在している状況となっ

ている。 

申告納税制度をとっているため、高崎市においては、新たに納税義務者となる業者の把

握は行っていない。 

②　市民税課においては、提出された申告書の記載内容についての検証を行っている。検証

を行うに際しては「たばこ税チェックリスト」により、記載方法、計算方法及びその結果

について誤りがないかどうかを確認している。毎月すべての申告書の確認を行っているが、

内容についての確認は目視にて行っていることから特に証跡等は残っていない。 

③　申告が適切に行われたことの確認をもって、市民税課担当者は調定通知書を作成してい

る。 

④　収納については納税課担当者が納税義務者別に作成保管している徴収簿に、調定額、申

告日、納期限等を記入する。その後実際に納税されたことを確認したのち、収納日の記入

と確認印を押している。 
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３．現年課税の推移 

（単位：千円） 

※　過去 5年間では、滞納繰越は発生しておらず、申告されたものがすべて納税されている状況

となっている。 

 

４．監査結果 

（１）収納 

①　実際の申告書の内容に基づいて調定通知書が作成されていることを９月申告分と３月申

告分について確認する。 

②　実際の調定通知書の内容と収納金額が一致していることを確認する。９月申告分と３月

申告分で実施する。 

③　市たばこ税申告者別売渡し本数調べと市たばこ税申告者別税額の関係性について、売り

渡し本数から課税金額を推定し、申告者別の税額と一致するか、合計額が調定額合計と一

致するかを確認する。 

 

下表は令和６年度市たばこ税申告者別の課税本数及び売渡し税額は以下のとおりである。 

 申告者 本数と税額 ９月申告分 ３月申告分

 Ａ社 課税本数（本） 13,512,287 10,713,422

 売渡し税額（円） 88,532,505 70,194,341

 Ｂ社 課税本数（本） 20,902,851 17,842,615

 売渡し税額（円） 136,955,480 116,904,813

 Ｃ社 課税本数（本） 9,810 140,610

 売渡し税額（円） 64,275 921,276

 Ｄ社 課税本数（本） 8,272 3,330

 売渡し税額（円） 54,198 21,818

 Ｅ社 課税本数（本） 15,584 8,607

 売渡し税額（円） 102,106 56,393

 Ｆ社 課税本数（本） 300 0

 売渡し税額（円） 1,965 0

 Ｇ社 課税本数（本） 700 0

 売渡し税額（円） 4,586 0

 Ｈ社 課税本数（本） 0 3,900

 売渡し税額（円） 0 25,552

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 収入額 2,236,360 2,382,817 2,547,585 2,562,756 2,540,366

 収入歩合 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
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　・各申告者の課税本数と売渡し税額について、９月申告分と３月申告分を対象に申告書と突

合を行った結果、すべて一致していることを確認した。 

・納税額の合計について、９月申告分と３月申告分の調定通知書と突合を行った結果、一致

していることを確認した。 

・各申告者の納税額について、実際に収納されていることを確認するため、納税課作成の徴

収簿及び歳入伝票を閲覧し、納税額と収納額が一致していることを確認した。また、納税

が期限内に行われていることについても確認した。 

 

監査手続きの結果、市たばこ税について、申告書に基づいて納付された納税額は適切に集計、

収納されていることを確認した。 

 

（２）申告 

追加の確認手続きとして、高崎市における市たばこ税の納税額はＡ社とＢ社の 2社の合計額

が全体の金額とほぼ近似することから、Ａ社とＢ社について課税本数の推移から説明のつかな

い異常値がないか確認を行うこととした。 

　下記はＡ社とＢ社の直近 3か年の課税本数について月別に集計したものをグラフ化したもの

である。 

 

 

 

Ａ社においては月の販売数では年度比較では大きな差は生じていない。全体として、令和６

年度は過去の２期と比較すると各月で課税本数が一番少なくなっていることが多い。各年度そ

れぞれの趨勢と、各月の年度別の課税本数について著増減はみられない。 
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３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

Ａ社月別年度課税本数

令和４年度 令和５年度 令和６年度

 
合計

課税本数（本） 34,449,804 28,712,484

 売渡し税額（円） 225,715,115 188,124,193
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Ｂ社においては、各年度の趨勢は概ね同様の推移を示しており、年度ごとの趨勢からは異常

値となっている年度は生じていない。ただ、令和６年度に関しては月の増減が顕著になってい

る月（９月、１０月）があるが、これは９月に減少した分が１０月に増加したものと考えれば、

特に著増減があるようなものではない。 

　以上よりＡ社及びＢ社の課税本数からの分析において、異常な増減等は検出されず、市たば

こ税の申告が適切に行われていないとする事実は発見されなかった。 

 

（３）調定通知書の作成と内容 

調定通知書は市民税課にて作成され、その内容について会計課が確認を行っている。調定通

知書には、①調定済額（前月までの調定額の累計）、②収入済額（納税課にて収納の確認を行っ

たもの）、③更新後調定済額（調定済額に当月の調定額を加算したもの）が記載されている。調

定額は各納税義務者が申告してきたものを集計したものであり、上記までの手続きにてその確

からしさが検証されているため、ここでは②収入済額について検証を行う。 
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Ｂ社月別年度課税本数

令和４年度 令和５年度 令和６年度
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（単位：円） 

　　 

監査手続きの結果、収入済額に関して納税課にて収納を確認している徴収簿と金額が一致し

ていることから、令和６年度における市たばこ税についてはすべて収納が行われていることが

確認できた。 

 

市たばこ税については申告納税の制度となっている。そのため、本来たばこ税の申告納税義

務がある卸売販売業者等がその申告を行っていなかったとしても、その把握を行うことは現実

的に困難であると考えられる。 

よって、現時点においては納税義務者によって適切な申告が行われていることを期待するこ

としかできないものであり、その範囲内において高崎市の市たばこ税の収納事務については適

切に実施されており、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 申告対象月 担当者作成日 ①調定済額 ②収入済額 ③更新後調定済額

 ３月 ５月　２日 0 0 207,711,404

 ４月 ６月　３日 207,711,404 207,711,404 421,971,557

 ５月 ７月　５日 421,971,557 640,197,245 640,391,379

 ６月 ８月　５日 640,391,379 852,804,277 853,394,689

 ７月 ９月　６日 853,394,689 1,072,943,520 1,073,169,432

 ８月 １０月　２日 1,073,169,432 1,073,169,432 1,298,884,547

 ９月 １１月　５日 1,298,884,547 1,298,884,547 1,502,655,691

 １０月 １２月　３日 1,502,655,691 1,502,655,691 1,726,441,268

 １１月 １月　９日 1,726,441,268 1,936,151,438 1,936,439,267

 １２月 ２月　３日 1,936,439,267 1,936,439,267 2,154,789,042

 １２月 

(追加分)

２月２８日 2,154,789,042 2,154,802,801 2,154,802,801

 １月 ３月　４日 2,154,802,801 2,154,802,801 2,352,242,268

 ２月 ３月３１日 2,352,242,268 2,540,366,461 2,540,366,461
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NO６　入湯税 

１．概要 

入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設

の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用にあてるための目的税である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（１）納税義務者等 

①　納税義務者 

鉱泉浴場を利用する入湯客 

②　特別徴収義務者 

　　鉱泉浴場の経営者 

 

（２）税率 

①　宿泊の入湯客　150 円 

②　学校教育上の見地から行われる行事の場合における入湯客　50 円 

③　日帰りの入湯客　50 円 

※　②及び③は、高崎市市税条例第１４４条による軽減。 

 

（３）課税免除 

①　年齢 12歳未満の者 

②　共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者 

※　高崎市市税条例第１４２条による課税免除。 

 

（４）利用者からの徴収と毎月の申告 

入湯行為があったときに利用者から徴収。利用者から徴収した入湯税は、経営者が特別徴収

義務者として申告期限・納期限までに申告納入する。 

 

（５）申告書の提出期限、納期限等 

①　毎月１５日までに、前月１日から末日までに徴収した入湯税を「入湯税納入申告書」に

より申告し、「入湯税納入書」により納入する。 

②　令和５年１０月１６日から、インターネットを利用したｅＬＴＡＸによる電子申告・電

子納付を開始した。 
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２．課税事務 

（１）課税事務の流れ 

①　特別徴収義務者から前月分納入申告書が届く。 

②　特別徴収義務者が記載した利用客数の合計が正しいか確認する。 

③　調定通知書を作成する。 

④　徴収簿に調定額、申告日等を記入する。 

 

（２）入湯税の特別徴収義務者に対する調査 

　　①　実施時期　９月上旬 

　　②　調査方法 

　　　・令和３年度、令和４年度：簡易調査（訪問による聞き取り） 

　　　・令和５年度、令和６年度：書面調査 

　　　・令和７年度　　　　　　：現地調査実施予定 

 

３．法令等 

・地方税法 

・高崎市市税条例 

・高崎市市税条例施行規則 

 

４．入湯税の推移 

（単位：千円） 

      

５．課題 

　個人市民税の箇所での記載と同様、税制改正への対応及び人材育成が課題である。 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 24,791 27,420 30,199 29,767 29,537

 収入額 24,791 27,420 30,199 29,767 29,537

 収入歩合 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

 滞
納
繰
越

調定額 0 0 0 0 0

 収入額 0 0 0 0 0

 収入歩合 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
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６．監査結果 

　　入湯税は、鉱泉浴場の入湯に対して課される税金で、いわゆる間接税であり、入湯税の納税

義務者は鉱泉浴場を利用する入湯客であるが、市町村に入湯税を直接納入するのは、特別徴収

義務者であるところの鉱泉浴場の経営者である。 

　　入湯税の根拠法は、地方税法第７０１条から第７０１条の２１であり、そこに入湯税の課税

目的、標準税率、徴収方法等が規定されている。当該法律を基礎にして高崎市市税条例第１４

１条から第１４９条においてより詳細な内容も含めて規定がされている。同条例に規定されて

いる項目のうち、入湯税の課税免除に関する規定については、地方税法上特段の定めはないも

のの、公衆衛生上日常行為とみられる一般公衆浴場等の入湯行為や、担税力の観点から 12歳未

満の入湯行為については課税しないことが適当であるとの判断のもと、高崎市においては課税

免除としており、他の自治体でも、概ね同様の取扱いがされている。 

　　なお、上記の「鉱泉浴場」とは何を指すのかということについては、地方税法や高崎市市税

条例には特段の規定はなく、また、高崎市が特別徴収義務者用に公表している「「入湯税」納入

のしおり」の中にも特に記載はない。 

　　「「入湯税」納入のしおり」の中の「納める人」、「徴収の方法」、「特別徴収義務者の経営申告」

の各項目については以下のように記載がされており、ここでは「鉱泉」と「温泉」という言葉

が同一の意味合いで使われているように見受けられる。 

 

 

温泉法第２条では、「温泉」を「地中から湧出する温水・鉱水・水蒸気その他のガス（炭化

水素を主成分とする天然ガスを除く。）で、別表に掲げる温度（摂氏 25度以上）又は特定の

物質を有するもの」と定義している。また、別表には 19 種類の物質と、各物質の含有量要件

が列挙されている。 

一方、「鉱泉」については、環境省の「鉱泉分析法指針」において、「地中から湧出する温

水・鉱水で、多量の固形物質・ガス状物質又は特殊物質を含むもの、あるいは泉温が源泉周囲

の年平均気温に比べて著しく高いもの」と定義されている。 

両者は厳密には定義の範囲が異なるものの、実務上はほぼ同義として扱われる場面が多く、

運用上大きな混乱が生じる可能性は低いと考えられる。ただし、自治体によっては「しおり」

 ・納める人 （高崎市市税条例第１４１条） 

 鉱泉浴場を利用する入湯客です。 

・徴収の方法 （高崎市市税条例第１４５条・第１４６条）  

温泉経営者は特別徴収義務者として、経営者が入湯客の納める入湯税を取りまとめ、申告納入

していただきます。 

・特別徴収義務者の経営申告 （高崎市市税条例第１４８条）  

鉱泉浴場を経営しようとする経営者は、経営開始の日の前日までに、「入湯税経営申告書」に

より市長に申告してください。
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や「手引き」等で両者の違いや取扱いをより詳細に説明している例もあり、こうした補足資料

には一定の有用性があるといえる。 

例えば、京都市では「入湯税特別徴収の手引」の中で、鉱泉浴場について以下のように記載

している。 

 

 

 

今回の監査においては、前述した「２．課税事務」のうち令和６年度における特定の月を抽

出し、以下の点を確認したが、確認した手続きの範囲においては特段意見すべき事項はなかっ

た。 

・入湯税納入申告書が漏れなく特別徴収義務者から提出されていること。 

・納税義務者の記載した日々の利用客数の合計が正確に集計されていること。 

・集計された税額について調定通知書で決裁がされていること。 

 

　　入湯税納入申告書は漏れなく特別徴収義務者から提出されており、その記載金額の集計の正

確性についても市民税課担当者によるチェックにより一定程度担保されているものの、入湯税

申告書を確認しただけでは鉱泉施設側が記載している入湯客数の正確性を把握することができ

ないため、前述の「２．課税事務　（２）入湯税の特別徴収義務者に対する調査」に記載のとお

り、市では特別徴収義務者に対して毎年調査を実施している。 

　　この調査については、コロナ禍前においては現地調査としていたものの、コロナ禍以後は書

面での調査に切り替え、現地調査は昨年度まで実施していなかったが、令和７年度は現地調査

を実施とのことである。なお、高崎市において入湯税の特別徴収義務者となっている鉱泉施設

は休業等で若干減少傾向にあり、令和６年度末において 11施設となっている。 

　　なお、令和６年度まで実施していた書面調査においては、各特別徴収義務者に「入湯税調査

表」を送付し、その調査項目に対して回答してもらう形で調査をしていた。調査項目は、特別

徴収義務者証の掲示の有無・掲示場所、料金表（入湯税）の掲示の有無・掲示場所、入湯客の増

減理由や今後の見通しなどであり、提出された回答に不明点や疑問点がある場合には、市民税

課担当者が電話で施設の担当者に問い合わせを行うなどの対応を行っている。 

 ※　「鉱泉浴場」とは、温泉法に規定する温泉を利用する浴場をいい、「温泉」とは、温泉法 

において「地中から湧出する温水、鉱水及び水蒸気その他のガスで一定の温度又は物質を 

有するもの」とされています。  

※　なお、温泉を外から運んできて利用する浴場、いわゆる「運び湯」による温泉施設も、入

湯税の課税の対象となります。

 【意見８】鉱泉浴場の定義の明確化について 

　入湯税の対象となる「鉱泉浴場」について、特段法令や条例等において明確に定義がされて

いないが、補足資料等で定義を明確にしておくことも、無用な混乱を防止する観点から、一定

の必要性があると考える。
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通常、宿泊客や利用客が温泉の入湯を目的としている施設である場合、宿泊料や利用料を顧

客から受領する際に入湯税も含めて受領できるため入湯客数の把握方法の問題は発生しないも

のと考えられる。したがって、上記のように入湯客数の把握が問題となるケースは、入湯を主

たる目的としないものの、温泉施設を付帯している宿泊施設のケースである。 

このような施設においては、宿泊者のうち入湯した者と入湯しなかった者とを区分し、入湯

した者のみを入湯税の課税対象として把握するとともに、当該宿泊者から入湯税を徴収する必

要があることから、入湯行為があった者が札を置く等、施設が工夫をしながら運営している。 

また、近年では宿泊料金をクレジットカード等により事前決済するケースが多く見られ、こ

の場合、入湯税を現地で徴収している施設が一般的である。 

しかし、窓口対応不要の自動チェックアウトの利用が広まっている現状や、顧客の入湯税に

対する認知度や納付意識が必ずしも高くない現状を踏まえると、個別徴収を行うことは顧客対

応の観点からも困難を伴い、現地での事務の負担を大きくしている。 

こうした状況を踏まえれば、入湯税の本来的な趣旨を踏まえつつ、現代の実情に即した制度

設計のあり方について、改めて検討すべき時期に来ているのではないかと考える。 

入湯税は、１９４７年の地方税法により創設されて以来、その制度の根幹部分については大

きな改正が行われないまま相当の年月が経過している。上記のような点も含めて、入湯税には

現状の環境に必ずしも合致していない部分が出てきているのではないかと考える。 

高崎市市税条例第１４２条においては、年齢 12歳未満の者については入湯税を課さないこと

とされている。これについては、総務省が示した条例例においてそのような記載がされていた

ためその例を参考にしたとのことであり、他の自治体の条例の定めを確認しても入湯税の課税

免除の定めは同様のものとなっている自治体が多くみられる。一方で、高崎市内の温泉施設の

インターネットサイトでの料金情報においては、12 歳未満ではなく、小学生（あるいは小人）

以下かどうかで入湯税の課税の要否を区分している記載が見られ、これらの施設では実際にイ

ンターネットサイトに記載のとおりの運用がされているのではないかと推察される。 

なお、他自治体の例として、前橋市は条例において課税免除を「12歳未満」と規定している

ものの、市ホームページにおいて「４月１日時点で満 12 歳未満の者（年度途中に 12 歳に到達

した者を含む）」と明示することで、条例と運用の整合を図っている。また、条例上においても

「小学生以下の者」について入湯税を課さないとしている自治体も確認できる。 
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 【指摘２】条例と運用実態との不整合について 

入湯税の課税免除対象者の区分については、「12 歳未満」とするか「小学生以下」とする

かにより課税対象となる範囲が異なるものの市全体の入湯税収入に与える影響は限定的であ

る。このため、現状の運用でも実務上は大きな問題はないとする見解もあるものと考える。 

しかしながら、条例上の規定と実際の運用が異なる場合、金額的重要性は低いとはいえ、課

税の公平性を損なう結果となるほか、徴収事務を行う特別徴収義務者に混乱を生じさせる可能

性がある。したがって、条例の条文と運用実態との整合性を確保するよう必要な見直しを行う

べきである。 

また、入湯税の課税免除について、現状では市ホームページに掲載されている特別徴収義務

者向け「入湯税のしおり」において、具体的な課税免除対象者が明示されていない。 

前述の整合性を明確化したうえで、課税免除対象者についての情報を適切に記載し、特別徴

収義務者に周知すべきである。
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NO７　事業所税 

１．概要 

　　事業所税は、主に人口 30 万人以上の都市において、都市環境の整備及び改善に関する事業に

必要な費用に充てるため、一定規模以上の事業所等に対して課税される目的税である。 

　　高崎市は、平成１８年の 1市 3町 1村の合併により、人口が 30 万人以上となったことから、

平成２３年１月に事業所税の課税団体の指定を受けて、平成２３年７月１日以降に終了する事

業年度分の法人及び同年以後の年分の個人の事業から課税の対象とされた。 

群馬県内では前橋市及び高崎市が課税団体である。（全国では、指定都市等の 77 団体が課税

団体である。） 

課税事務の主な内容は以下のとおりである。 

・高崎市内で事業を行う法人又は個人に対して、事業活動の規模に応じて課税 

・課税客体の把握のための調査 

 

（１）納税義務者 

①　資産割は、課税標準の算定期間の末日の現況において、市内の事業所等の床面積の合計

が 1,000 ㎡を超えるもの（非課税床面積を除く） 

②　従業者割は、課税標準の算定期間の末日の現況において、市内の事業所等の従業者数の

合計が 100 人を超えるもの（非課税従業者を除く） 

　　　　　　　　 

（２）税率・税額 

①　資産割：事業所床面積 1㎡につき 600 円 

②　従業者割：従業者給与総額の 100 分の 0.25 

 

（３）免税点 

①　資産割は、課税標準の算定期間の末日の現況において、市内の事業所等の床面積の合計

が 1,000 ㎡以下（非課税床面積を除く）のもの 

②　従業者割は、課税標準の算定期間の末日の現況において、市内の事業所等の従業者数の

合計が 100 人以下（非課税従業者を除く）のもの 

※　上記①、②の免税点以下であっても、次のいずれかに該当する場合は、高崎市市税条

例の規定により申告書を提出しなければならない。  

・高崎市の区域内に所在する各事業所等の合計床面積が 800 ㎡を超える場合  

・高崎市の区域内に所在する各事業所等の従業者数が 80人を超える場合 
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（４）減免 

高崎市市税条例では、次のいずれかに該当する者のうち、市長が必要と認めるものに対し、

事業所税を減免することとされている。 

①　天災その他これに類する事由により事業所用家屋が滅失し、又は甚大な被害を受けた者 

②　その他特別の事情があって減免を必要とする者 

なお、②に該当する者については、同条例施行規則で対象となるものを定めている。 

 

（５）納期限 

①　法人：事業年度終了の日から 2か月以内  

②　個人：翌年の３月１５日まで 

 

（６）納付方法 

申告納付の方法による 

 

２．課税事務 

（１）課税事務の流れ 

 

 月例事務

 ・月初　　　　　申告書の内容をｅ－ＳＵＩＴＥへ入力 

・１０日前後　　調定処理（収納システムとの連動）及び消込エラー確認 

未申告法人の抽出、電話連絡 

・中旬　　　　　更正決定の調定処理（収納システムとの連動） 

・２０日前後　　申告予定法人の抽出、申告書を封入 

・月末　　　　　申告書を発送 

・随時　　　　　申告書、事業所用家屋の貸付け等申告書（事業所税の納税義務者に事業用家

屋を貸し付けている者が貸し付け状況等について記載して市役所に提出する

書類）、その他提出書類の精査

 年間事務

 ４月 ・交付税資料（事業所税に関する調）の提出

 ５月～６月 ・申告書精査（年間処理分の約4割が５月に申告あり）

 ７月 ・決算資料作成（内部資料） 

・課税状況調作成、提出

 ８月 ・翌年度税収見込

 １２月 ・本年度税収等決算見込の算出

 ３月 ・未申告法人への慫慂
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（２）法令等 

・地方税法 

・地方税法施行令 

・地方税法施行規則 

・高崎市市税条例 

・高崎市市税条例施行規則 

 

３．事業所税の現年課税及び滞納繰越別の推移 

（単位：千円） 

 

４．未申告調査 

（１）概要 

高崎市内において所有する家屋の床面積の合計が一定以上となる者に対して、家屋の使用状

況及び使用面積の調査を行うことにより事業所税の未申告調査を実施する。 

 

（２）未申告調査内容及びスケジュール 

　　なお、上記の①、②は既に過去に事業所税の確定申告書を提出しているもの（納税義務者と

してシステム上登録されているもの）について、未申告あるいは申告内容の正確性を確認する

調査であり、③は主に新たに事業を開始するもの（これまで事業所税の確定申告書を提出して

いないもの）について申告の必要の有無を調査するものである。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 現
年
課
税

調定額 2,555,716 2,584,734 2,607,536 2,614,475 2,655,079

 収入額 2,545,035 2,583,798 2,605,624 2,614,475 2,655,079

 収入歩合 99.58％ 99.96％ 99.93％ 100％ 100％

 滞
納
繰
越

調定額 779 10,681 936 1,912 0

 収入額 0 10,681 936 1,912 0

 収入歩合    0％ 100％ 100％ 100％ ‐

 手順 調査詳細 時期

 ①　電話連絡による慫慂 床面積が一定以上で納税義務がある法人が期限内に

申告してこなかった場合は、電話連絡により今後の申

告予定、現在の申告義務などの状況を確認している。

毎月

随時

 ②　申告書から捕捉した法人

への調査

確定申告書や事業所用家屋の貸付け等申告書の精査

により捕捉した法人に対して、家屋の使用状況及び使

用面積を確認する調査票を送付している。

随時

 ③　他部署への照会 高崎工業団地造成組合、産業政策課に対して、事業開

始予定者の事業所用家屋の床面積や従業者数を照会

している。

１０

月頃
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（３）電話連絡による申告の状況 

令和６年度の実績では、電話による未申告調査は 35 件であり、そのうち申告をした者が 24

件、残り 11 件については申告義務がないということが判明した。 

 

（４）調査票送付による回答件数と申告の状況 

（単位：件） 

 

５．課題 

　　個人市民税の箇所での記載と同様、税制改正への対応及び人材育成が課題である。 

 

６．監査結果 

　　高崎市では、市のホームページ上で事業所税の概要に関する情報を提供するとともに、その

ホームページ上に「事業所税の手引き」及び「事業所税Ｑ＆Ａ」をＰＤＦファイルにて掲載し、

事業所税の申告者に対して税申告にあたっての理解の促進や不明点の解消に資する情報を提供

している。また、窓口では、状況に応じて「事業所税の概要」の冊子を配付している。 

　　事業所税は、一般的に、固定資産税や住民税といった他の税目と異なり、すべての市町村に

おいて課税されるものではなく、また、申告納税方式を採用していることが特徴であることか

ら、比較的納税に対する意識や認知度は低く、納税の意義という点で納税者の理解を得にくい

税目であると考えられる。 

　　高崎市では、現状、事業所税の課税に対して不満やクレーム等は特段ないとのことであり、

また、過去、他部署（高崎工業団地造成組合や産業政策課）に対する照会の結果により検出さ

れた未申告の事例もそれほど多くないとのことである。ただし、数少ない中でも過去に発生し

た未申告の事例においては、主に未申告の理由が事業所税の認識不足であったとのことから、

事業所税の理解度、認知度の向上を図る施策を検討する必要はあるのではないかと考える。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調査票送付件数 7 3 0 6 2

 回答件数 7 2 0 5 2

 うち新規申告件数 3 2 0 3 0
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　　市民税課では、納税義務者から提出された事業所税申告書及び事業所等明細書の情報を　　

ｅ－ＳＵＩＴＥへ入力している。これらの書類は納税義務者から書面で提出される場合と、　　

ｅＬＴＡＸを経由して提出される場合があるが、ｅＬＴＡＸで提出を受けたものも一度書面に

打ち出して、ｅ－ＳＵＩＴＥに入力している。 

課内には事業所税の担当者が 2人おり、この 2人で分担して入力作業を行い、入力者とは別

な担当者がチェックするという体制で入力の正確性を確保している。 

　　ｅ－ＳＵＩＴＥへの情報入力に先立ち事業所税申告書及び事業所等明細書の内容について、

主に以下の項目をチェックしている。 

・事業所税申告書と事業所等明細書との整合性 

　・事業所用家屋の貸付け等申告書と事業所等明細書との整合性 

　・固定資産税の納税通知書と整合する情報であるｅ－ＳＵＩＴＥの現況床面積と事業所等明細

書上の事業所床面積との整合性 

　・固定資産について未登記等の理由で家屋の現況床面積の記録を把握できていない場合に、事

業者に連絡して取り寄せた平面図と事業所等明細書の床面積との整合性 

 

　　今回の監査において、事業所税申告書をサンプル抽出し、上記のチェックがされていること

（紙面にチェックマークが付されていること）を確認したが、提示されたサンプルについては

すべて網羅的にチェックが実施されていた。 

　  

 【意見９】事業所税の周知について 

　一般に、事業所税は他の税目と比較して、その意義や納税義務に対する理解・認識が十分に

浸透していない税目と考えられる。高崎市においても、過去には納税義務の認識不足により未

申告となった事例があるとのことから、今後は事業所税に関する理解度及び認知度の一層の向

上に向けた取組みの検討が必要であると考える。 

高崎市では、市民税課において法人設立届を受理する際、事業所税に関する説明を口頭で実

施し、窓口での相談時などには状況に応じて「事業所税の概要」の冊子を配付しているとのこ

とであるが、「事業所税の概要」の配布を状況に応じてでなく、法人設立届出時に窓口で配布

するなどの取組みも有効ではないかと考える。 

また、ｅＬＴＡＸで法人設立届が提出された場合には、口頭で説明を行う機会がないとのこ

とであるが、ｅＬＴＡＸ上で案内できる機能がある場合にはそれを活用するなど、周知方法を

検討することが必要であると考える。



91 

 

 

事業所税については一定の用途の施設について減免の対象となる。減免については高崎市市

税条例第１６０条、同条例施行規則第７０条及び第７１条にその定めがあるが、減免対象施設

及び減免割合等は、高崎市がホームページ上で公表している「事業所税の手引き」の中で一覧

表としてわかりやすくまとめている。 

減免を受けようとする事業者は、減免事由や対象となる事業所の所在地や床面積、従業者の

給与総額等、必要事項を事業所税減免申請書に記載し、減免事由を証する書類とともに市に提

出することとされている。 

今回の監査においては、事業所税減免申請書についてもサンプル抽出して閲覧したが、確認

した範囲においては、内容について特段指摘及び意見すべき事項はなかった。ただし、事業所

税減免申請書のフォーマットに関しては改善が望まれる事項がある。 

 

 

 

 【意見１０】システムの連携機能を活用した事業所税申告書に関する業務の効率化について 

　事業所税の申告書はｅＬＴＡＸ経由で提出された場合も、一度書面に打ち出して手作業によ

りｅ－ＳＵＩＴＥに入力している。 

　現在ｅ－ＳＵＩＴＥには、ｅＬＴＡＸで提出された申告書の電子データを連携させる機能は

存在するとのことであるが、事業所税は連携機能を実際に利用している法人市民税と比べると

入力情報が多岐にわたっているため、仮に連携機能を利用した場合でも入力後に手作業で情報

を修正する必要があるなど、かえって手間がかかることや、事業所税の入力件数は市民税の 10

分の 1程度と手作業によるマニュアル入力も可能なレベルであることから、現状、連携機能は

利用していないとのことである。 

　連携機能を実際に活用できるようにするためには、システムの改修が必要になると考えられ

るため、当面は現行の入力方法を継続せざるを得ないと考えられるが、将来的には紙ベースの

申告からｅＬＴＡＸによる申告への移行を促進しつつ、連携機能を活用した業務の効率化や入

力精度の向上を図ることが必要であると考える。

 【意見１１】事業所税減免申請書のフォーマットの改善について 

　高崎市の事業所税減免申請書については、減免額を記載する欄がない。事業所税の調定額を

算定するために控除すべき減免額を算出する必要があるが、申請書に減免額を記載する欄がな

いため、市民税課の担当者が提出された申請書の減免対象床面積や減免対象従業者給与総額か

ら手計算により減免額を算出し、鉛筆で減免額を記載している。 

　申請書に減免額を記載する申請書フォームとしている他の市町村もあり、作業の効率性、正

確性の向上を図る観点から、高崎市においても申請者に減免額を記載させるような様式にし、

そこに記載されている減免額を市でチェックする体制が必要であると考える。



92 

 

NO８　需用費（市民税等賦課経費） 

  

１１　監査結果 

需用費の主な内訳は、市民税賦課にあたっての事務消耗品費、税務関連書籍・雑誌（特に地

方税に関するもの）の購読料、コピー代、要覧等の追録代である。 

税務関連書籍・雑誌の購読料及び要覧等の追録代に関する資料は、支出負担行為書に見積書

及び納品書を添付し、保管している。コピー代に関する資料は、支出負担行為書に納品書及び

カウントが記載されたメーター連絡票（納品書には他の担当課利用料も含まれているため、市

民税課が使用した枚数を把握するための資料）を添付し、保管している。事務消耗品費は、物

品購入請求書に納品書及び決定通知書兼検査調書（写）を添付し、保管している。 

費用の内訳に関しては特段指摘及び意見すべき事項はなかったが、書類の管理に関しては、

改善が望まれる事項がある。 

 

 １ 事業の名称 需用費（市民税等賦課経費）

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　市民税課税制担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 市民税賦課等に係る事業の経費

 ７ 事業の概要 消耗品費及び印刷製本費

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・物品購入請求書 

・決定通知書兼検査調書（写） 

・支出負担行為書 

・納品書 

・見積書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 9,926

 令和５年度 10,170

 令和６年度 10,021

 

 【意見１２】支出負担行為書と添付資料の一部不一致について 

税務関連書籍の年間購読料について、支出負担行為書の金額と納品書の合計が不一致のもの

があった。内容を確認したところ、同一の書店から購入した２つの雑誌の納品書について１か

月分、別々の支出負担行為書へ添付していることが判明した。結果的には全体の負担行為額と

納品書の合計が一致することにはなるが、書類の管理や確認を徹底する必要があると考える。
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NO９　役務費（市民税等賦課経費） 

  

１１　監査結果 

資料を閲覧した結果、納税通知書等の郵送料について、事業の遂行及び書類の管理等が適正

に行われていることを確認できた。なお、実績額の増加は、郵送料の単価上昇によるものが主

な要因となっている。 

役務費（市民税等賦課経費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 １ 事業の名称 役務費（市民税等賦課経費）

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　市民税課税制担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 市民税賦課等に係る事業の経費

 ７ 事業の概要 郵便料

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・支出負担行為書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 15,473

 令和５年度 16,485

 令和６年度 17,080
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NO１０　データ入力委託料 

  

１１　監査結果 

データ入力委託は、個人住民税課税データを作成するため、給与支払報告書及び公的年金等

支払報告書をパンチ入力によりデータ化し、記録媒体で納品する業務の委託である。 

委託契約に関しては、令和４年度から令和６年度までの 3年間、いずれも同じ 2者の見積り

合わせによる随意契約を行っている。なお、該当する 2者の選定理由は、当該業務がデータ管

 １ 事業の名称 データ入力委託料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 委託事業

 ４ 所管部課等 財務部　市民税課税制担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 課税資料による個人住民税課税データの作成

 ７ 事業の概要 紙で提出された給与支払報告書、公的年金等支払報告書をパンチ入力

し、データ化する作業を委託　

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・ 支出負担行為書 

・ 納品書 

・ 高崎市データ入力資料送付書兼納品書 

・ 業務委託完成(完了)届 

・ 検査調書 

・ 業務委託単価契約書 

・ 契約締結伺 

・ 随意契約理由書 

・ 入札(見積合)結果報告書 

・ 見積書 

・ 管理体制図 

・ 業務実績調書 

・ 執行伺 

・ 業者選定理由書 

・ 個人住民税課税データ作成業務委託の再委託の承諾について

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 5,998

 令和５年度 5,684

 令和６年度 5,310
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理について十分な情報セキュリティ対策を実施し、短期間で大量に提出される課税資料のデー

タ作成を行うことを目的とすることから、以下の要件の全てを満たす業者であるためとしてい

る。 

 

 

当該業務は特定個人情報等を取り扱う業務であることから、業務委託契約約款において、次

のとおり再委託に制限を設けている。また、下記の条項は、「個人情報取扱及び情報セキュリ

ティ特記事項」においても記載されている。 

 

 

選定された 2者をＡ社、Ｂ社とした場合、2者見積り合わせの結果、令和４年度はＡ社、令

和５年度はＢ社、令和６年度はＡ社がより安価な見積りを提示したことで契約をしている。な

お、令和４年度から令和６年度においては、いずれも再委託を行っており、再委託者は同一の

者（市外事業者のＣ社）となっている。 

 

 

 （業者選定要件） 

１．高崎市有資格者名簿に登録された市内業者であること。 

２．本業務の実績があること。 

３．プライバシーマークを取得していること。 

４．仕様書で定める資料の管理体制について、万全の措置を講じ業務を遂行できること。 

５．単価が安価なこと。

 （業務委託契約約款） 

第３条　受注者は、業務の全部を一括して第三者に委託（以下「再委託」という。）してはな

らない。 

２　受注者は、業務の一部を再委託しようとするときは、あらかじめ発注者の書面による承諾

を得なければならない。 

３　受注者は、業務の一部を再委託するときは、再委託をする者（以下「再委託者」とい

う。）の行為について、すべての責任を負うものとする。 

４　受注者は、業務の一部を再委託するときは、再委託者に対し、次条と同等の秘密保護義務

を負わせるものとする。 

５　受注者は、業務の一部を再委託するときは、受注者がこの契約を遵守するために必要な事

項について、再委託者と約定しなければならない。

 受注者 再委託者

 令和４年度 Ａ社 Ｃ社

 令和５年度 Ｂ社 Ｃ社

 令和６年度 Ａ社 Ｃ社
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再委託の手続きに関しては、契約約款に基づき、あらかじめ発注者へ再委託願いを提出し、

発注者の書面による承諾を得ている。 

令和６年度の管理体制（業務範囲）は以下のとおりである。 

 

 

なお、令和４年度及び令和５年度においてもデータ入力業務は再委託者が行い、受注者が管

理業務を担っている。 

 

 

 

 受注者Ａ社 再委託者Ｃ社

 業務内容 契約・請求管理 

スケジュール管理

スケジュール管理 

資料／データの搬入・搬出、管理 

データ入力

 【意見１３】再委託の範囲について 

再委託の手続きは契約に基づき、正しく行われている。また、業務の全部を第三者へ委託し

ているのではないため、契約違反にも該当しない。 

当該契約は業務委託契約約款第３条第２項により業務の一部の再委託を認めているものであ

るが、業務委託契約約款第３条第１項に基づき再委託とならない業者との契約が望ましい。見

積り合わせによる随意契約で業者を選定している以上、再委託の範囲については限定的なもの

となるよう検討していくことが必要であると考える。
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NO１１　課税原票管理システム保守委託料 

  

１１　監査結果 

保守委託契約は、随意契約により行っている。ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅの安定的運用には、専

門的知識や経験が必要であり、随意契約を行う理由には妥当性がある。 

ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅは、課税資料をスキャニングすることにより、イメージ化し、検索・

照会を可能とするシステムである。平成３０年１２月１日から令和５年１１月３０日のリース

契約満了後、令和５年１２月１日から令和７年３月３１日まで再リースを行っている。本来

は、令和５年１２月１日から 1年経過後、ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅの入替を予定していたが導入

に至らなかった（この点は「NO１２　課税原票管理システム機器借上料」にて記述する）。 

そのような経緯がある当該システム機器の保守委託契約の内訳は、以下のとおりである。 

 

 １ 事業の名称 課税原票管理システム保守委託料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 委託事業

 ４ 所管部課等 財務部　市民税課税制担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 課税原票管理システム「ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅ」（課税資料をイメージ

化し、検索・照会を可能とするシステム）の安定的運用　

 ７ 事業の概要 ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅのソフトウェア及びハードウェアの保守業務

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・契約締結伺兼支出負担行為書 

・業務委託契約書 

・見積書 

・執行伺 

・随意契約理由書 

・納品書 

・業務委託完成(完了)届 

・検査調書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 3,561

 令和５年度 3,738

 令和６年度 4,092
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【課税原票管理システム保守委託料の内訳】 

 

課税原票管理システムの新規導入に関して問題が生じているため、関連する保守契約にも影

響が生じている。具体的には、新規システム機器の導入時期について目途が立っていないた

め、2か月ごとに完了一括払いによる保守契約の延長を行っている。 

課税原票管理システム保守委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 期　間 金　額 契約内容

 令和５年１２月～ 

令和６年１１月　

2,728,000 円 システム保守延長業務（分割払い） 

※現行機器の再リースに伴う保守契約

 令和６年１２月～ 

令和７年　１月

682,000 円 システム保守延長業務（完了一括払い） 

※当初は新規導入機器に対する保守契約を予定

していたが納期までの納入が不可能となり、新

規導入機器の納入まで、現行機器の保守契約を

2か月更新の完了払いという契約で更新してい

る。

 令和７年　２月～ 

令和７年　３月

682,000 円 システム保守延長業務（完了一括払い）

 合　計 

（令和６年実績額）

4,092,000 円 341,000 円×12か月分
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NO１２　課税原票管理システム機器借上料 

  

１１　監査結果 

ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅのシステム機器一式は、平成３０年１２月１日から令和５年１１月　

３０日のリース契約満了後、令和５年１２月１日から令和７年３月３１日まで再リースを行っ

ている。この経緯は、以下のとおりである。 

 

 １ 事業の名称 課税原票管理システム機器借上料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　市民税課税制担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅのシステム機器一式についてリースを行い、個

人住民税の課税原票を閲覧可能にする。

 ７ 事業の概要 ＴｏｍａｓＦｏｒｃｅのシステム機器一式について、平成３０年１２

月１日から令和５年１１月３０日のリース契約満了後、令和５年１２

月１日から令和７年３月３１日まで再リースを行う。

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・契約締結伺兼支出負担行為書 

・再賃貸借契約書 

・見積書 

・執行伺 

・業者選定理由書 

・契約締結伺兼支出負担行為書(変更) 

・承諾書 

・協議願(写) 

・課税原票管理システムＴｏｍａｓＦｏｒｃｅ納期について 

・リース契約書 

・入札(見積合)結果報告書 

・物品選定及び業者選定理由書 

・注意書(写)

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度　 5,832

 令和５年度　 4,086

 令和６年度　 594
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本来は令和６年１２月から新規システム機器の導入に伴い、システム機器借上料（リース

料）が生じる予定であったが、納期までの納品が不可能となり、新規システム機器に関するリ

ース契約が解除となった。その結果、現行システム機器の再リースを継続することとなり、結

果、令和６年度のシステム機器借上料は再リース料のみとなっている。 

課税原票管理システム機器は、まず高崎市が求めるシステム要件に基づき、当該システムと

連携させるｅ－ＳＵＩＴＥを提供する業者が物品の提案を行った。「物品選定及び業者選定理

由書」において、システムの選定業者がｅ－ＳＵＩＴＥと連携可能な機器を選定した旨が記載

されている。なお、リース契約を締結した業者は、物品選定等には携わっておらず、選定され

たシステム機器に関してのリース契約について入札を経て高崎市と契約を交わしている。 

システム機器の入荷が間に合わなかった理由について、システムの選定業者は以下の点を挙

げている。 

 

 

これにより、令和６年１１月２９日にすでに入札を経て契約していたリース会社との契約を

協議により解除とした。なお、リース会社からの損害賠償金や違約金は生じなかった。さら

に、令和６年１２月１８日に市長からシステムの選定業者への厳重注意を書面（注意書）にて

行っている。年度末までは、新規機器の導入を準備しつつ、現行機器の再リースを継続してい

る状況である。 

 

 期　間 当初の予定 実際の状況

 平成３０年１２月～ 

令和　５年１１月

現行システム機器を使用 現行システム機器を使用

 令和　５年１２月～ 

令和　６年１１月

現行システム機器を再リース 現行システム機器を再リース

 令和　６年１２月～ 新規システム機器を導入 

（入替）

現行システム機器を再リース 

（継続）

 理由①　端末及びミドルウェアについて、発注時に該当製品の廃番が判明 

理由②　サーバ電源ユニットが発注後に、当該製品ではサーバへの供給電力量が不足する懸念

が判明し、これにより発注まで１か月程度経過したことで納品が間に合わない 

（令和６年１１月２７日）
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以上の経過を踏まえて、高崎市では再発防止に向けた次のような対策が取られている。 

①　システムの選定業者において「不足のない機器選定」及び「入札前・入札時のメーカー

在庫確認」を徹底した。 

②　今後リース契約する際の仕様書には、以下の条項を追加し管理体制を強化した。 

・リース開始まで、作業進捗の状況について週次で報告すること。 

・契約締結後、機器の廃番等やむを得ない理由で調達が不可能な場合は、リース会社と協

議の上、同等品への変更を行うこと。 

課税原票管理システム機器借上料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 



102 

 

NO１３　需用費（資産税等賦課経費） 

  

１１　監査結果 

「固定資産税のしおり」については、毎年、一般財団法人資産評価システム研究センターか

ら自治体の人口に応じた量が配付されているが、業務で多量に使用することが見込まれること

から、毎年度増刷を依頼している。特に評価替えの年度においては、市民から問合せの増加が

見込まれるとして、通常の年度より多く増刷している。評価替えの年度である令和６年度にお

いては、高崎市に通常配付される 900 部に加えて 1,500 部の増刷を行っているが、そのうち、

増刷した分の 3分の 1にあたる 500 部程度が在庫となっていた。令和６年度より前の増刷数と

在庫数の推移は確認できなかったものの、令和６年度における増刷数と在庫数を見ると増刷数

が適切であったかどうかが疑問である。確かに評価替え年度であり市民からの問い合わせが増

加することも思料されるが、経済性の観点から過年度における増刷数と在庫数を基に適切な増

刷数を検討し、増刷依頼を行うことが望まれる。 

 

 

 

 １ 事業の名称 需用費（資産税等賦課経費）

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課管理償却資産担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 固定資産税賦課等に係る事業の経費

 ７ 事業の概要 消耗品費及び印刷製本費

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・物品購入請求書 

・支出負担行為書 

・納品書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 8,596

 令和５年度 9,835

 令和６年度 10,071

 

 【意見１４】「固定資産税のしおり」の増刷数について 

　「固定資産税のしおり」の増刷数について、過年度における増刷数と在庫数を基に適切な増

刷依頼数を検討し、増刷依頼を行う必要があると考える。
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NO１４　役務費（資産税等賦課経費） 

  

１１　監査結果 

役務費（資産税等賦課経費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 

 １ 事業の名称 役務費（資産税等賦課経費）

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課管理償却資産担当

 ５ 根拠例規 特になし

 ６ 事業目的 資産税賦課等に係る事業の経費

 ７ 事業の概要 ・郵便料 

・諸手数料 

　軽自動車検査情報市区町村提供サービス利用料…軽自動車の検査履

歴や登録状況などの電子化された情報をオンラインで提供を受けるサ

ービスの利用料（単価：1台当たり 11.2 円） 

　コンビニ交付委託手数料…税務証明をコンビニエンスストアで交付

した場合の手数料（単価：交付 1件当たり 117 円）

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・精算書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 21,514

 令和５年度 21,827

 令和６年度 22,379
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NO１５　土地家屋現況図面修正委託料 

  

１１　監査結果 

土地家屋現況図面修正委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 

 １ 事業の名称 土地家屋現況図面修正委託料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 委託事業

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課土地家屋担当

 ５ 根拠例規 地方税法

 ６ 事業目的 公平で適正な固定資産評価と課税を行うため、評価に必要な地番図と

家屋の形状図の更新を行う。

 ７ 事業の概要 毎年賦課期日現在における土地の分合筆等を修正した地番図データを

作成し、それをＧＩＳ上で航空写真などのデータと重ねることができ、

また、路線価などの評価情報と属性付けができるようセットアップす

る。また、修正済の地番図と家屋の形状図を重ねた土地家屋現況図の製

本を行う。

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・執行伺 

・見積書 

・契約締結伺兼支出負担行為書 

・業務委託契約書 

・業務委託完成届 

・検査調書

 １０ 課題 現地調査に必要な課税資料のペーパーレス化（タブレット等の活用に

より更に現地調査及び入力作業等の効率化が図られる）

 　　 実績額

 令和４年度 8,496

 令和５年度 8,496

 令和６年度 8,492
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NO１６　固定資産評価システム業務委託料 

  

１１　監査結果 

固定資産評価システム業務委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 

 １ 事業の名称 固定資産評価システム業務委託料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 委託事業

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課土地家屋担当

 ５ 根拠例規 地方税法

 ６ 事業目的 専門的な見地から評価の合理性、客観性を確保し、公平で適正な固定資

産評価と課税を行う。

 ７ 事業の概要 ・標準宅地の選定 

・路線データの作成 

・土地価格比準表の見直し 

・路線価の評定 

・各種資料の作成等 

・家屋評価に関する基礎資料作成等

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・執行伺 

・見積書 

・契約締結伺兼支出負担行為書 

・業務委託契約書 

・納品書 

・業務委託完成届 

・検査調書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 21,010

 令和５年度 28,820

 令和６年度 20,350
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NO１７　標準宅地鑑定評価価格時点修正委託料 

  

１１　監査結果 

標準宅地鑑定評価価格時点修正委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 

 １ 事業の名称 標準宅地鑑定評価価格時点修正委託料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 委託事業

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課土地家屋担当

 ５ 根拠例規 地方税法 

固定資産評価基準

 ６ 事業目的 評価替えの基準となる価格調査基準日（直近：令和５年１月１日）以降

の地価の下落分を評価額に反映させる。

 ７ 事業の概要 ７月１日時点の価格を活用して算出した修正率を基に時点修正を実施

する。（価格が上昇した場合は据置） 

対象となる標準宅地の時点修正数：1,158 地点

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・起案文書（見積書の提出・鑑定報酬額等の決定） 

・執行伺 

・見積書 

・契約締結伺 

・業務委託単価契約書 

・支出負担行為書 

・納品書 

・業務完了届 

・検査調書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 4,267

 令和５年度 4,238

 令和６年度 4,242
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NO１８　家屋評価システム使用料 

  

１１　監査結果 

家屋評価システム使用料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 

 １ 事業の名称 家屋評価システム使用料

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課土地家屋担当

 ５ 根拠例規 地方税法

 ６ 事業目的 地方税法第４０３条第１項に基づく総務大臣の告示による固定資産評

価基準に沿った家屋の適正な評価を行う。

 ７ 事業の概要 家屋調査結果を基に、各部屋の仕上げ、設備の状況、部屋の間取り等

を入力することで価格を算出でき、また、建築確認データの取り込み

や価格をｅ－ＳＵＩＴＥへ転送できる家屋評価システムのリース

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

　 ※令和２年度から令和６年度までの 5年リース 

　　 総額 18,348,000 円

 ９ 閲覧資料 ・執行伺 

・入札結果報告書 

・契約締結伺兼支出負担行為書 

・賃貸借契約書 

・支出負担行為書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 3,670

 令和５年度 3,670

 令和６年度 3,670
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NO１９　軽自動車税環境性能割徴収取扱費交付金 

  

１１　監査結果 

軽自動車税環境性能割徴収取扱費交付金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 １ 事業の名称 軽自動車税環境性能割徴収取扱費交付金

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 補助金・負担金事業

 ４ 所管部課等 財務部　資産税課税務証明担当

 ５ 根拠例規 地方税法 

高崎市市税条例

 ６ 事業目的 市に代わり軽自動車税環境性能割を賦課徴収する県に対して、徴収取

扱費として交付する。

 ７ 事業の概要 環境性能割の賦課徴収の事務を行うために要する費用を補償するた

め、環境性能割の徴収金として市に払い込まれた額の 5％を交付するも

ので、毎年度、県からの通知に基づき交付する。

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・支出負担行為書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 2,171

 令和５年度 3,098

 令和６年度 3,305
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NO２０　役務費（徴収費） 

  

１１　監査結果 

役務費（徴収費）は、督促状等の送付のほか、財産調査を行うための手数料等の費用、自動

車保険料、電話料等の諸経費を計上しているものである。 

　税務調査に係る照会費用、預貯金等のオンライン調査手数料や電話料等については、市税一

般（個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、事業所税、都市計画税）の滞納のた

めの調査費用であることから、実際に要した金額を計上している。 

また、料金後納郵便及びレターパックに要した費用については、市税一般、国民健康保険

税、介護保険料、後期高齢者医療保険料の督促業務と一体となっており、合算金額を督促状の

郵便量に照らして、按分計上している。 

具体的には、市税一般分として全体の 47％、国民健康保険税分として全体の 37％、介護保

険料分として全体の 8％、後期高齢者医療保険料分として全体 8％を計上している。端数につ

いては、国民健康保険税分、介護保険料分、後期高齢者医療保険料分について、１円未満の端

数を切り捨て、残額を市税一般分として計上している。個別に計上することは事務手続が煩雑

になると考えられるため、送付した郵便量に応じて按分することは合理的と認められる。ま

 １ 事業の名称 役務費（徴収費）

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　納税課収納担当

 ５ 根拠例規 国税徴収法 

地方税法 

高崎市市税条例

 ６ 事業目的 市税等の滞納者に対し督促状や催告状等の文書及び電話による催告を

行い、自主納税を促すとともに、納税について誠実な意思が認められな

い滞納者に対しては、徹底した財産調査結果に基づき、差押え・公売等

の滞納処分を実施し、税収の確保に努める。

 ７ 事業の概要 郵便料、鑑定手数料、自動車保険料、滞納調査手数料等の諸手数料、電

話料の経費を支出する。

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・支出負担行為書

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度 25,003

 令和５年度 20,722

 令和６年度 24,225
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た、端数の取り扱いも特段問題は認められない。 

役務費（徴収費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO２１　市税等還付金及び還付加算金 

 

１１　監査結果 

（１）市税等の過誤納金による還付金、還付加算金及び過年度返還金の件数及び金額は、以下の

とおりである。 

 １ 事業の名称 市税等還付金及び還付加算金

 ２ 事業区分 市単独事業

 ３ 事業種別 その他

 ４ 所管部課等 財務部　納税課管理担当

 ５ 根拠例規 国税徴収法 

地方税法 

高崎市市税条例

 ６ 事業目的 市税等を重複して納付した場合や、申告などにより納付後に税額が減

額された場合に還付又は充当する。

 ７ 事業の概要 市税等の納めすぎ等により過誤納金が発生し、これを還付又は充当す

る場合に、過誤納金の生じた理由により、起算日から支出を決定又は充

当した日までの期間に応じて、過誤納金に加算して支払う。

 ８ 過去３年間の

決算の状況

（単位：千円） 

 ９ 閲覧資料 ・過年度還付内訳集計（歳出） 

・還付伺 

・過年度日計簿

 １０ 課題 特になし

 　　 実績額

 令和４年度　 234,629

 令和５年度　 360,542

 令和６年度　 353,080

 



112 

 

（単位：千円） 

 

（２）市税等において還付金が生じる理由については、種々あるものの、例えば法人市民税の代

表例としては、従業員数の減少や事業所の移転によって均等割として定めた金額に変更があ

ること、中間申告と確定申告との差が生じることなどが挙げられ、還付金が生じることは、

制度上やむを得ない側面も認められる。課税担当課がｅ－ＳＵＩＴＥで賦課処理をした該当

月分のデータをまとめて収納情報と連携させ、納税課において、還付金の発生を確認し還付

処理を行っている。また、還付額は、日計簿で年間を通して管理している。 

起算点の関係で、加算金が生じることは制度上やむを得ない側面もあり、現年度及び過年

度の還付加算金額について、事務作業の停滞などの理由によって生じたものがあるとは認め

られなかった。 

 

（３）還付加算金の起算日は、以下のとおり整理されており（地方税法第１７条の４第１項及び

地方税法施行令第６条の１５等参照）、納付又は納入があった日の翌日を起算点にする場合

には、事務処理までの間に一定期間を要することとなる。 

 

 　 還付金 還付加算金 過年度返還金

 件数 金額 件数 金額 件数 返還金額 件数 加算金額

 固定資産税・ 

都市計画税

315 14,176 28 201 28 2,099 19 630

 市県民税 1,825 55,400 28 79 ‐ ‐ ‐ ‐

 市県民税 

（控除不足分）

808 27,969 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

 軽自動車税 76 483 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

 法人市民税 910 250,620 157 1,420 ‐ ‐ ‐ ‐

 事業所税 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

 
税
目

還
付
区
分

過誤納金等 還付加算金

 過誤納金等の発生事由 過誤納金等の 

発生した日

計算の始期

 
全
科
目

一
般
還
付

更正決定若しくは賦課決定 

法 321 の 8㉑㉓の申告書の提

出又は過少申告加算金、不申

告加算金、重加算金の決定に

より生じた過納金

減額の更正、賦課決

定をした日

納付をした日の翌日
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 申
告
納
付
・
特
別
徴
収
の
税
（
市
町
村
た
ば
こ
税
を
除
く
）

一
般
還
付

申告、修正申告、更正又は決

定により確定した額について

更正の請求に基づき減額の更

正をしたことにより生じた過

納金

減額の更正をした日

 申告又は修正申告により確定

した税額について 減額の更正

（ただし 更正の請求に基づく

ときを除く。）をしたことに

より生じた過納金

更正があった日の翌日から

起算して 1月を経過する日

の翌日

 
全
税
目

一
般
還
付

誤って納付又は納入したこと

により生じた誤納金 

法 17の 4①Ⅰ～Ⅲの過納金以

外の過納金

納付又は納入した日 納付又は納入の日の翌日か

ら起算して 1月を経過する

日の翌日

 適法に納付され、又は納入さ

れた徴収金が、その適法な納

付又は納入に影響を及ぼすこ

となくその納付し、又は納入

すべき額を変更する法律又は

条例の規定に基づき生じた過

納金 

例：減免をしたことにより生

じた過納金

例：減免した日 過納となった日の翌日 

例：減免した日の翌日

 課税標準の計算の基礎となっ

た事実のうちに含まれていた

無効な行為、取り消すべき行

為が取り消されたこと又は政

令（令 6の 15②）で定める

理由に基づいて減額の更正又

は賦課決定がなされたことに

より生じた過納金

減額の更正又は賦課

決定をした日

減額の更正又は賦課決定を

した日の翌日から 1月を経

過する日の翌日

 Ａ　更正の請求のあった

日の翌日から起算し

て 3月を経過する日 

Ｂ　更正があった日の翌

日から起算して 1月

を経過する日 

Ａ又はＢいずれか早い日

の翌日
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個
人
の
市
町
村
民
税

一
般
還
付

所得税の更正又は所得税の申

告書の提出に基因してされた

賦課決定に基づき、納付又は

納入すべき個人の市町村民税

が減額となったことにより生

じた過納金

減額の賦課決定をし

た日

所得税の更正の通知が発せ

られた日の翌日から起算し

て 1月を経過する日又は所

得税の申告書の提出がされ

た日の翌日から起算して 1

月を経過する日の翌日

 仮徴収により徴収した年金所

得に係る仮特別徴収税額（４

月）が当該年度分の税額を超

えることにより生じた還付金

当該年度分の税額の

賦課決定をした日

当該年度分の税額の賦課決

定日の翌日

 
法
人
の
市
町
村
民
税

特
別
還
付

確定申告の額が中間納付額に

満たないことにより生じた還

付金

確定申告をした日 Ａ　中間納付期限 

Ｂ　納付した日 

Ａ又はＢいずれか遅い日の

翌日

 仮装経理に基づく過大申告に

係る更正をした場合における

控除不足額の還付金

仮装経理に基づく過

大申告に係る更正を

した日

　Ａ　法 321 の 8㉜に規定

する提出期限 

　Ｂ　提出した日 

　Ｃ　決定した日 

Ａ～Ｃいずれか遅い日の翌

日

 法 321 の 8㉞に規定する仮装

経理法人税割額の還付金

法 321 の 8㉝の規定による

還付請求がされた日の翌日

以後 3月を経過した日

 租税条約の実施に係る控除不

足額の還付金

租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の

特例等に関する法律

に規定する合意に基

づき更正が行われた

日

Ａ　法人税法 74①、法

321 の 8④の申告書

が提出された日から

起算して 1月を経過

する日 

Ｂ　更正の請求のあった

日の翌日から起算し

て 1年を経過する日 

Ａ又はＢいずれか遅い日の

翌日

 更正又は決定により確定した

額が中間納付額に満たないこ

とにより生じた還付金

更正又は決定した日 Ａ　中間納付期限 

Ｂ　納付した日 

Ａ又はＢいずれか遅い日の

翌日
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※　表内の「法」は「地方税法」、「令」は「地方税法施行令」とする。 

 

市税等還付金及び還付加算金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

 固
定
資
産
税

特
別
還
付

既に徴収した仮算定税額が本

算定税額を超えることにより

生じた還付金

減額の賦課決定をし

た日

賦課決定をした日の翌日か

ら 1月を経過する日の翌日

 市
町
村
た
ば
こ
税

特
別
還
付

製造たばこの返還控除不足額

の還付金

申告のあった日 還付請求申告書の提出があ

った日から起算して 10 日

を経過した日の翌日

 特
別
土
地
保
有
税

特
別
還
付

非課税土地の規定の適用があ

ることとなったことにより生

じた還付金

非課税土地の認定を

した日

還付の申請があった日から

起算して 10日を経過した

日の翌日

 国
民
健
康
保
険
税

特
別
還
付

仮徴収により徴収した税額が

当該年度分の税額を超えるこ

とにより生じた還付金

当該年度分（本算

定）の賦課決定をし

た日

当該年度分（本算定）の賦

課決定日の翌日
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NO２２　市税等の滞納に関する徴収事務 

１．概要 

滞納者に対する徴収事務は、市税等の滞納者に対し、督促状や催告状等の文書及び電話によ

る催告を行い、自主納税を促すとともに、納税について誠実な意思が認められない滞納者に対

しては、財産調査結果に基づき、差押え・公売等の滞納処分を実施する事務である。 

高崎市においては、納税課において、滞納整理担当 5班（現年度分 2班、滞納繰越分 3

班）、特別整理担当 1班（高額案件、複雑案件、公売事務等）を設け、また、倉渕、箕郷、群

馬、新町、榛名、吉井の各支所において、徴収事務を担う部署を設けている。 

 

２．滞納者に対する徴収事務 

徴収事務の流れの例は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）督促・催告 

納期限を経過しても、納付のない者に対し、督促状を発送する。納期限後 20 日以内に発送

するものとされている。また、その後段階的に数回の催告状を発送する。督促状を発した日か

ら起算して 10日を経過した日までに完納しないときは、財産の差押えを行わなければならな

いとされているが、訓示規定とされており、実際には、財産の探索や納税相談等の内容を通じ

て、滞納整理を進めることになる。 

督促状は１回だけ発送するが、その後は数回の催告状発送を順次に行うことになっている。

催告には、文書催告、電話催告、臨場催告がある。 

 

一 

括 

・ 

分 

割 

納 

付

(２) 

納 

税 

相 

談

(５) 

執 

行 

停 

止

納 

税 

通 

知

納 

期 

限

(１) 

督 

促 

・ 

催 

告

(３) 

財 

産 

調 

査

(４) 

差 

押 

処 

分 

・ 

換 

価

完 

 

納
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（２）納税相談 

滞納者と連絡が取れた場合には、納税相談を行う。滞納原因や納付計画について具体的に協

議をすることになっているが、原則として一括納付を求めることになる。しかしながら、滞納

者から分割納付（分納）の申告がなされ、本人や生計を同一にする家族の月収等担税能力を考

慮して妥当と判断した場合には、納税計画を立てて分納を行うことになる。この場合におい

て、私債務などがある場合でも分納の金額や期間は考慮しないとされている。私債務がある場

合については、市民相談窓口や財務省（関東財務局前橋財務事務所）の多重債務相談窓口等を

案内し債務整理についての相談をするように促しているほか、生活困窮者については、福祉部

局の窓口を案内し、生活保護等の相談をするように促しているとのことであるが、具体的な件

数は集計を取っておらず不明である。なお、分納期間中であっても、財産が見つかれば差押え

を行うことができ、滞納者に対しては、その旨を告知している。 

 

 

（３）財産調査 

催告手続と並行して、国税徴収法第１４１条、第１４６条の２、地方税法第２０条の１１に

基づき、財産調査を行う。 

財産の探索としては、預貯金、給与、退職金、年金、生命保険（解約返戻金）、国税還付

金、不動産、動産などを調査する。金融機関等からの回答には時間を要することから、催告と

並行して行う必要がある。 

財産調査については、各担当者により随時実施されており、具体的な実施件数の集計はされ

ていない。 

 

 【意見１５】多重債務者・生活困窮者への対応について 

　市税等の滞納が生じる原因の中には、多重債務や生活困窮など滞納者個人では解決が困難な

場合もあり得る。市の対応として、納税相談等で把握した場合には、専門の窓口への相談を促

しているとのことであるが、その件数を集計しておらず、その後の捕捉調査も仕組化されてい

ない。多重債務等の問題解決により生活再建が図られ市税等の滞納回収がなされることが期待

できる上、生活困窮者についても、当該状態を把握して執行停止処分を迅速に行うことなど

は、効率的な滞納整理に資するものである。そのため、単に窓口相談を促すにとどまらず、実

際に相談につながったか、その後の解消状態や処理状態などを継続的に把握する仕組みを構築

する必要があると考える。

 【意見１６】財産調査の仕組化について 

　財産調査については、各担当者により随時実施するとされており、その範囲・時期について

の要綱・マニュアルなどは確立されていない。各滞納者によって対応を柔軟に検討するべき側

面は否定できないものの、一方で、適切な財産の発見や探索については、照会する金融機関、

取引履歴の範囲など一定のノウハウが必要と考えられる。当該ノウハウ・成功事案等を共有で

きるような仕組みを構築する必要があると考える。
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（４）差押処分・換価 

催告をしても反応がない場合や、納付の約束をしても不履行になった場合、分割納付中であ

っても一括納付可能な財産があった場合は、差押えに移行する。預貯金については原則とし

て、全額を差し押さえるが、地方税法第１５条の７第１項第２号により、生活困窮させる滞納

処分については行わないこととなっており、生活を著しく窮迫させる恐れがある場合は、滞納

処分を停止することはあり得る。また、振り込まれた給与や年金等によって形成された預金は

実質的に給与・年金等であり、法令に違反することのないよう慎重に判断しながら差押えを実

施している。 

 

（５）滞納処分の執行停止 

滞納処分できる財産がない場合等については、滞納処分の執行停止を行う。納付資力のない

滞納者に対して催告や調査をしても滞納整理が非効率となる。「財産調査を行ったが財産がな

い」「生活保護の適用になった」「滞納者の所在がつかめない」「海外に出国してしまった」

等、今後徴収が見込まれない場合に、滞納処分の執行停止を検討するとされている。一度滞納

処分を執行停止した場合は、執行停止を取り消した後でなければ滞納処分はできない。また、

執行停止が３年間続くと納付義務が消滅する。そのため、徹底的な財産調査や現地臨場で実態

調査を行い、法に厳格に適合するか、税の公平性に問題はないか、納税秩序の維持に支障はな

いか、等々を十分に考慮して判断を行うことが必要とされている。 

 

３．督促・滞納状況 

（１）督促状の状況 

（単位：件、千円） 

 

事業所税の督促金額が相当程度増額しているほか、市県民税についても若干の増加傾向が見

られる。令和６年度においては、督促状を発送した 110,725 件のうち 107,102 件、金額にし

て、3,001,873 千円のうち 2,811,845 千円の回収をしている。はがきによる一斉催告件数は

45,283 件（ほかに各担当者が個別に催告書を発送しているが、集計は不明）であることか

ら、督促状による回収効果は高く、催告手続と相まって、相当程度高い回収が図られているこ

 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 件数 税額 件数 税額 件数 税額

 市県民税 36,501 1,264,293 36,945 1,264,631 37,065 1,322,122

 法人市民税 716 51,694 745 72,545 756 61,070

 固定資産税・ 

都市計画税

60,202 1,442,579 61,741 1,516,376 58,379 1,449,748

 軽自動車税 15,408 122,268 15,148 121,846 14,518 117,911

 事業所税 4 4,241 9 10,920 7 51,022

 合計 112,831 2,885,075 114,588 2,986,318 110,725 3,001,873
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とが窺える。収納強化月間については、平日昼間に接触を図ることが困難な事案を中心に平日

夜間や日曜日に催告・臨場等を実施するとされている。 

 

（２）滞納繰越の状況 

各市税の滞納繰越の調定額と収入額の状況は以下のとおりである。 

①　個人市民税 

（単位：千円） 

 

　　②　法人市民税 

（単位：千円） 

 

　　③　固定資産税 

（単位：千円） 

 

④　都市計画税 

（単位：千円） 

 

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 366,343 243,625 179,835 182,969 154,134

 収入額 150,292 103,172 70,201 68,610 64,337

 収入歩合 41.02％ 42.35％ 39.04％ 37.50％ 41.74％

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 36,064 37,404 12,797 14,274 16,685

 収入額 10,548 28,675 4,419 4,929 5,346

 収入歩合 29.25％ 76.66％ 34.53％ 34.53％ 32.04％

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 195,843 186,529 52,566 90,840 73,760

 収入額 99,964 140,403 5,799 26,318 21,159

 収入歩合 51.04％ 75.27％ 11.03％ 28.97％ 28.69％

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 109,861 108,601 92,911 43,724 23,314

 収入額 11,713 16,473 40,317 12,668 6,688

 収入歩合 10.66％ 15.17％ 43.39％ 28.97％ 28.69％



120 

 

⑤　軽自動車税 

（単位：千円） 

 

⑥　市たばこ税 

　過去５年間において滞納繰越は発生していない。 

 

⑦　入湯税 

　過去５年間において滞納繰越は発生していない。 

 

⑧　事業所税 

（単位：千円） 

 

４．差押えの状況 

（１）市税等の滞納処分に係る差押えの件数及び金額は以下のとおりである。 

（単位：件、千円） 

 

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 26,190 18,432 14,837 11,353 10,664

 収入額 7,804 4,660 4,324 2,102 2,466

 収入歩合 29.80％ 25.28％ 29.14％ 18.51％ 23.13％

 　 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 調定額 780 10,681 936 1,912 0

 収入額 0 10,681 936 1,912 0

 収入歩合 0％ 100％ 100％ 100％ ‐

 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 件数 金額 件数 金額 件数 金額

 動産 自動車 90 18,488 48 15,999 60 12,872 

 その他 227 66,452 84 27,487 78 23,750 

 不動産 10 10,131 23 26,140 22 66,374 

 債権 預金 4,443 296,499 4,602 316,902 5,648 348,417 

 給与 313 43,292 315 41,940 304 41,828 

 保険 193 42,053 151 41,867 140 40,102 

 年金 17 2,665 11 1,701 11 15,256 

 売掛金 40 8,721 34 10,726 57 14,967 

 国税還付金 4 486 20 18,929 11 1,792 

 その他 160 24,540 129 35,831 123 22,534 

 合計 5,497 513,327 5,417 537,520 6,454 587,891 
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（２）令和６年度の差押えに係る滞納額に対する配当額及びその割合の状況は以下のとおりであ

る。 

（単位：円） 

※　「債権(その他)」は、残余金額や線下補償料などである。 

 

 

 動産 自動車 差押えに係る滞納額 12,872,299

 配当額 265,200

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 2.06％

 その他 差押えに係る滞納額 23,749,833

 配当額 571,692

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 2.41％

 不動産 差押えに係る滞納額 66,374,066

 配当額 0

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 0％

 債権 預金 差押えに係る滞納額 348,417,335

 配当額 211,308,424

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 60.65％

 給与 差押えに係る滞納額 41,827,642

 配当額 19,827,957

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 47.40％

 保険 差押えに係る滞納額 40,102,080

 配当額 7,369,032

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 18.38％

 年金 差押えに係る滞納額 15,255,567

 配当額 1,428,000

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 9.36％

 売掛金 差押えに係る滞納額 14,967,416

 配当額 6,028,765

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 40.28％

 国税還付金 差押えに係る滞納額 1,791,593

 配当額 709,862

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 39.62％

 その他 差押えに係る滞納額 22,533,536

 配当額 5,323,356

 差押えに係る滞納額に対する配当額の割合 23.62％
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差押え対象の財産の金額、先順位（担保権など）の権利者の状況、換価までの時間などによ

って、配当額の金額が異なるため、一概に配当率のみをもって判断することは困難ではあるが、

預金については約 60％と比較的高水準の回収を実現しており、財産調査について一定の成果が

なされていることが窺える。 

この点、ヒアリング結果によると、財産調査の方法については、債権、動産、不動産等の様々

な財産について調査を行っており、個別の事案に応じて担当者が判断している。差押え執行の

タイミングについては、滞納金額や納税状況等を総合的に考慮して、個別案件ごとに差押え執

行時期を決定している。基本的には換価しやすい預貯金等から差し押さえるのが大半となって

いるが、具体的な調査手法、時期については、担当者に委ねられるとのことであった。差押え

をし配当を受けた後においても滞納があれば、別途調査・差押え・換価・執行停止なども検討

することになる。 

また、差押え前に回収予定額などを設定していることはなく、回収予定額と実績を比較して

管理していない。 

 

 

（３）差し押さえた動産及び不動産についての公売実施状況は以下のとおりである。 

（単位：件、千円） 

 

 【意見１７】差押えの実効性の検証について 

財産調査を経た後の差押えについて、回収率が想定したとおりか否かの検証はなされていな

い。財産調査を経て差押えに至った際に予定した財産を回収できているのか否か、予定額との

差異がある場合には、その原因があるかを分析することは、差押えの実効性を高めることに繋

がる可能性がある。財産調査を経て差押えを実施する以上、差押え時において、予定回収額を

検討し、予定額との差異が大きい場合には、原因分析をする必要があると考える。

 動産 不動産 合計

 
令
和
４
年
度

公売公告
件数 109 15 124

 最低見積価額 2,365 91,900 95,265

 
売却決定

件数 73 4 77

 落札価額 4,596 36,331 40,927

 
令
和
５
年
度

公売公告
件数 47 3 50

 最低見積価額 1,682 13,530 15,212

 
売却決定

件数 35 ‐ 35

 落札価額 2,781 ‐ 2,781

 
令
和
６
年
度

公売公告
件数 12 ‐ 12

 最低見積価額 404 ‐ 404

 
売却決定

件数 12 ‐ 12

 落札価額 926 ‐ 926
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差し押さえた後でも差押え分の滞納額が完納された場合のほか、公売実施を翌年度に繰り越

したり、分納により公売手続を留保する場合などがあるため、差押え件数との乖離が生じてい

る。 

 

５．執行停止処分の状況 

（１）過去３年間の執行停止処分の状況は以下のとおりである。 

（単位：件、円） 

 日付 件数 執行停止本税額 執行停止延滞金額

 令和４年　５月２日 43 9,798,895 3,503,102

 令和４年　６月１日 44 2,350,700 399,400

 令和４年　７月１日 54 4,603,631 528,400

 令和４年　８月１日 31 1,980,940 1,306,900

 令和４年　９月１日 74 3,947,436 1,534,242

 令和４年１０月３日 39 4,736,914 1,043,230

 令和４年１１月１日 36 4,303,649 4,712,707

 令和４年１２月１日 44 4,525,915 10,444,021

 令和５年　１月４日 64 5,474,936 12,428,228

 令和５年　２月１日 80 13,612,909 15,591,337

 令和５年　３月６日 124 14,527,671 11,183,693

 令和４年度計 633 69,863,596 62,675,260

 令和５年　５月１日 48 6,353,856 9,252,677

 令和５年　６月１日 41 3,239,553 3,137,400

 令和５年　７月３日 97 12,074,068 18,004,100

 令和５年　８月１日 127 9,312,992 1,258,901

 令和５年　９月１日 56 6,060,784 7,147,800

 令和５年１０月２日 52 4,429,014 1,836,707

 令和５年１１月１日 92 10,733,979 2,430,837

 令和５年１２月１日 56 4,326,190 1,276,000

 令和６年　１月４日 37 4,061,973 303,386

 令和６年　２月１日 78 9,422,428 3,181,464

 令和６年　３月５日 189 22,720,928 5,300,200

 令和５年度計 873 92,735,765 53,129,472

 令和６年　５月１日 75 8,839,575 1,516,879

 令和６年　６月３日 50 4,551,889 3,712,600

 令和６年　７月１日 119 11,992,469 2,098,400

 令和６年　８月１日 93 9,994,236 3,538,981
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（２）令和６年度の執行停止処分のうち、ランダムに抽出したサンプルを検討した結果は以下の

とおりである。 

（単位：円） 

 令和６年　９月２日 71 6,347,602 594,400

 令和６年１０月１日 65 6,076,494 573,300

 令和６年１１月１日 45 5,153,145 599,400

 令和６年１２月２日 50 8,652,737 2,189,500

 令和７年　１月６日 39 6,273,219 2,337,400

 令和７年　２月３日 98 18,795,649 9,066,276

 令和７年　３月６日 270 44,997,942 12,363,230

 令和６年度計 975 131,674,957 38,590,366

 合計 2,481 294,274,318 154,395,098

 時期 金額 税目 理由 根拠

 ５月 8,200 国民健康保険税 生活保護停止・停

止解除

地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮

 ５月 2,200 国民健康保険税 生活保護受給中 地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮

 ６月 12,900 軽自動車税 出国・財産調査も

なし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項　 

換価価値なし

 ６月 9,989 法人市民税 破産終結 地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項　 

換価価値なし

 ７月 33,200 市県民税 収入が国税徴収法

第７６条第１項の

差押え禁止額を下

回る

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ７月 28,700 市県民税 出国・財産調査実

施もなし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項 

換価価値なし

 ７月 20,700 市県民税 出国・財産調査実

施もなし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項 

換価価値なし

 ７月 30,169 市県民税 生活保護受給中 地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮
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 ７月 33,100 国民健康保険税 退職後、自宅不

明、財産調査実施

もなし

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ８月 175,300 市県民税 刑務所収容 地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ８月 49,808 市県民税 別の市で生活保護

受給中

地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮

 ９月 12,600 市県民税 出国・財産調査実

施もなし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項 

換価価値なし

 １０月 25,800 国民健康保険税 生活保護受給中 地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮

 １２月 34,675 市県民税 出国・財産調査実

施もなし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項 

換価価値なし

 １２月 2,000 軽自動車税 生活保護受給中 地方税法第１５条の７第１項第２号 

生活困窮

 １月 4,000 軽自動車税 該当人死亡、相続

人生活保護・行方

不明

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 １月 58,800 国民健康保険税 行方不明（R6.2 執

行停止処分済）

地方税法第１５条の７第１項第３号 

所在・財産不明

 ２月 315,400 固定資産税・都

市計画税

担保権に劣後、そ

の他の財産なし。

税務署執行停止処

分済み

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ３月 9,700 国民健康保険税 収入が国税徴収法

第７６条第１項の

差押え禁止額を下

回る

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ３月 575,800 国民健康保険税 所得僅少、不動産

換価価値なし、財

産調査実施もなし

地方税法第１５条の７第１項 

第１号・第５項 

換価価値なし

 ３月 49,500 国民健康保険税 現地調査実施も居

住実態なし。財産

調査実施もなし

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし
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　　執行停止処分についていずれも適切に処理されており、特段指摘及び意見すべき事項はなか

った。 

 

 ３月 71,900 国民健康保険税 現地調査実施も居

住実態なし。数年

前から音信不通、

財産調査実施もな

し

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ３月 49,000 国民健康保険税 

軽自動車税

他市からの回答で

勤務実態なし。財

産調査実施も換価

可能財産なし

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ３月 17,500 国民健康保険税 収入が国税徴収法

第７６条第１項の

差押え禁止額を下

回る、財産調査実

施もなし

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし

 ３月 761,387 市県民税 

固定資産税・都

市計画税

破産免責、財産調

査実施もなし。執

行停止に関する基

準に従い取立上無

財産として、執行

停止

地方税法第１５条の７第１項第１号 

換価価値なし
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第４章 指摘・意見一覧 

ここまでの外部監査の結果、次表のとおり指摘は２件、意見は１７件となった。 

詳細については各項目を参照されたい。 

 

 区分 番号 項目 ページ

 
指
摘

１ 電話による追加調査の範囲について 30

 ２ 条例と運用実態との不整合について 85

 

意
見

１ 市県民税申告勧奨通知の送付対象年齢について 28

 ２ 未申告調査書の記載について 50

 ３ 異動等調査におけるＡＩ導入について 64

 ４ 償却資産申告内容の確認について 64

 ５ 償却資産の実地調査について 65

 ６ 固定資産税・都市計画税各種データの自動連携化について 66

 ７ 都市計画税の使途についての情報発信について 67

 ８ 鉱泉浴場の定義の明確化について 83

 ９ 事業所税の周知について 90

 
１０

システムの連携機能を活用した事業所税申告書に関する業務の効率化

について
91

 １１ 事業所税減免申請書のフォーマットの改善について 91

 １２ 支出負担行為書と添付資料の一部不一致について 92

 １３ 再委託の範囲について 96

 １４ 「固定資産税のしおり」の増刷数について 102

 １５ 多重債務者・生活困窮者への対応について 117

 １６ 財産調査の仕組化について 117

 １７ 差押えの実効性の検証について 122


